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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） － 3,343 3,767 4,294 5,114

経常利益 （百万円） － 525 66 351 724

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する当期純

損失（△）

（百万円） － 262 △1,601 211 680

包括利益 （百万円） － 262 △1,601 211 680

純資産額 （百万円） － 3,695 2,088 2,198 2,689

総資産額 （百万円） － 5,964 4,023 3,788 4,237

１株当たり純資産額 （円） － 182.07 102.12 107.40 131.38

１株当たり当期純利益又は当期純

損失（△）
（円） － 12.72 △78.70 10.35 33.26

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
（円） － 12.71 － 10.35 －

自己資本比率 （％） － 61.96 51.91 58.04 63.47

自己資本利益率 （％） － 7.11 － 9.88 27.86

株価収益率 （倍） － 25.94 － 14.49 7.16

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） － 328 304 539 998

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） － △648 △1,137 37 △113

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） － 207 △504 △500 △413

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） － 2,327 990 1,067 1,538

従業員数
（人）

－ 81 100 105 107

（外、平均臨時雇用者数） (－) (8) (10) (23) (21)

（注）１．第18期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失金額であるため記載しておりません。

３．第19期の自己資本利益率、株価収益率は、親会社株主に帰属する当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４. 第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高及び営業収益 （百万円） 3,058 2,978 2,857 1,600 528

経常利益 （百万円） 1,001 718 434 385 325

当期純利益又は当期純損失（△） （百万円） 585 379 △1,411 285 388

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 395 395 395 395 395

発行済株式総数 （株） 20,968,800 20,968,800 20,978,400 20,996,400 20,996,400

純資産額 （百万円） 3,632 3,828 2,411 2,594 2,840

総資産額 （百万円） 5,153 5,553 3,594 3,103 3,117

１株当たり純資産額 （円） 175.52 188.62 117.91 126.75 138.74

１株当たり配当額
（円）

2.5 2.5 5.0 5.0 7.0

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (2.0)

１株当たり当期純利益又は当期純

損失（△）
（円） 28.33 18.36 △69.36 13.93 18.99

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
（円） 28.29 18.33 － 13.92 －

自己資本比率 （％） 70.49 68.94 67.10 83.61 91.09

自己資本利益率 （％） 17.76 10.17 － 9.88 14.30

株価収益率 （倍） 22.06 17.98 － 10.77 12.53

配当性向 （％） 8.8 13.6 － 35.9 36.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 986 － － － －

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △61 － － － －

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △259 － － － －

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 2,410 － － － －

従業員数
（人）

31 39 42 6 8

（外、平均臨時雇用者数） (3) (3) (4) (2) (2)

株主総利回り （％） 87.2 46.5 28.6 22.9 36.1

（比較指標：TOPIX） （％） (99.6) (102.5) (141.7) (136.1) (179.0)

最高株価 （円） 1,220 645 353 208 389

  (－) (－) (－) (－) (－)

最低株価 （円） 526 295 169 142 123

  (－) (－) (－) (－) (－)

（注）　１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため記載しておりません。

２．第18期より連結財務諸表を作成しているため、第18期以降の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動に

よるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現

金及び現金同等物の期末残高については記載しておりません。

３．第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失金額であるため記載しておりません。

４．第19期の自己資本利益率、株価収益率、配当性向は、当期純損失であるため記載しておりません。

５．第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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６．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

７．最高株価及び最低株価は、2023年10月20日以降は東京証券取引所スタンダード市場、2023年10月19日以前は

東京証券取引所プライム市場、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

８．当社は、2024年10月１日付で新設分割により、インターネットを活用した集客プラットフォーム事業を主体

として運営する事業会社「株式会社キャリアインデックス」（現・連結子会社）を設立し、持株会社体制へ

移行しております。このため、第20期以降に係る主要な経営指標等については、第19期以前と比較して変動

しております。また、これに伴い従来「売上高」としておりました表記を「営業収益」に変更したため、

「売上高及び営業収益」として表示しております。
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２【沿革】

年月 事項

2005年11月 インターネットを利用した情報提供サイトの企画・開発・提供並びにそのシステムの運用を目

的として東京都千代田区内幸町１丁目において株式会社インディビジョンを設立

2006年１月 独自のポータルオブポータルズモデルを構築し、転職情報サイトの運営を開始

2006年10月 東京都中央区銀座８丁目に本社を移転

2006年11月 ハローワーク求人へのWeb応募サービスの運営を開始

2007年２月 神奈川県横浜市西区みなとみらい２丁目に本社を移転

2007年10月 アルバイト情報サイトの運営を開始

2009年３月 東京都港区三田４丁目に本社を移転

2010年５月 株式会社アイマーキュリーセールスを吸収合併

2012年10月 転職情報サイトにて職務経歴書作成ナビをリリース

2013年２月 『株式会社キャリアインデックス』に商号を変更

東京都目黒区下目黒１丁目に本社を移転

2013年４月 転職情報サイトをフルリニューアル

ハローワーク求人へのWeb応募サービスをフルリニューアル

2015年１月 アルバイト情報サイトをフルリニューアルし、アルバイト・派遣情報サイトとして運営を開始

2016年６月 Fashion HR株式会社を吸収合併し、ファッション業界に特化した転職情報サイトの運営を開始

2016年12月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

2017年12月 東京証券取引所市場第一部へ市場変更

2018年５月 営業支援サービスを提供開始

2019年12月 株式会社リブセンスより不動産賃貸サイトを事業譲受にて運営を開始

2020年６月 東京都港区白金台５丁目に本社を移転

2020年10月 株式会社Type Bee Groupより不動産賃貸サイトを事業譲受にて運営を開始

2021年８月 株式会社マージナルを完全子会社化

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、市場第一部からプライム市場に移行

2022年５月 ContractS株式会社を子会社化

2022年12月 株式会社ユースラッシュを吸収合併し、フレキシブルオフィスの不動産情報サイトの運営を開始

2023年10月 株式会社Sales Xを完全子会社化

株式会社ホワイトキャリアを子会社化

東京証券取引所スタンダード市場へ市場変更

2023年12月 株式会社ホワイトキャリアを完全子会社化

2024年４月 東京都港区南青山２丁目に本社を移転

2024年10月 『株式会社ディスラプターズ』に商号を変更

新設分割による持株会社体制に移行
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３【事業の内容】
当社グループは、2024年10月１日付で持株会社体制に移行すると同時に、同日付で商号を株式会社キャリアイン
デックスから株式会社ディスラプターズへと変更しております。これに伴い、グループ経営管理事業に関する収益
が当社の収益構造の中心となりました。その構成は子会社からの経営管理料、経営指導料、配当収入となっており
ます。
 
また、当社グループは連結子会社（株式会社キャリアインデックス、株式会社ホワイトキャリア、ContractS株
式会社、株式会社Sales X、株式会社マージナル）において「マーケティング事業」と「DX事業」を展開しており
ます。
 
なお、当該事業区分は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げるセ
グメントの区分と同一であります。
 
（１）マーケティング事業
 
マーケティング事業は、株式会社キャリアインデックス及び株式会社ホワイトキャリアが主体となり、HR（人
材）領域と不動産領域において事業を運営しております。
 
　HR領域においては、当社グループが創業期に開発した独自のビジネスモデルである「アグリゲーションモデル」
を転職情報サイト、アルバイト・派遣情報サイトとして運営しております。「アグリゲーションモデル」とは、複
数の求人サイトに情報を移送するための共通テンプレートを作成し、求人関連サービス（求人サイト、スカウト
サービス、職業紹介サービス）と当社ウェブサイトをシステム連携することにより、インターネットユーザーが求
人情報を一括検索できるだけでなく、複数のサイトに登録・応募ができるモデルとなります。
 
　さらに「アグリゲーションモデル」をベースとして、求職者に向けインターネットサイト・アプリを主とした広
告出稿や特集ページの作成といったマーケティング活動を行い、ユーザーの登録・応募を促進するとともに、その
情報を求人サイト、スカウトサービス、職業紹介サービスに移送することで収益を得ております。
 
　他、厚生労働省が運営するハローワークの求人情報を掲載し、ウェブサイト上で応募書類（履歴書及び職務経歴
書）を作成・郵送できる独自サービスやファッション・アパレル業界に特化した転職情報サイト、成果報酬型採用
支援サービスも展開し、事業会社向けにも求職者の登録・応募支援を行っております。
 
　株式会社ホワイトキャリアにおいてもマーケティング事業をHR領域で展開しております。同社ではマーケティン
グ活動により、主に正社員での雇用を望む求職者層に対しユーザー登録を促し、職業紹介を行うとともに、自社の
マーケティングノウハウを他の職業紹介事業者に対して提供することで収益を得ております。
 
　加えて、HR領域では、労働力不足が深刻化するなか、グループ間のシナジー創出を目的として「求人シェアリン
グ事業（アライアンス・マーケティング）」を展開した結果、グループ全体の収益を牽引することができました。
同事業は業績面のみならず、人的交流や組織の活性化においてもシナジー創出の成功事例となっております。
 
　不動産領域（個人向け賃貸）は、「アグリゲーションモデル」を個人向け不動産賃貸サービスに展開したもので
す。複数の賃貸物件情報サイトと当社ウェブサイトをシステム連携することにより、ユーザーが物件情報を一括検
索できるだけでなく、複数の問い合わせをまとめて行える仕組みを提供しております。「敷金・礼金なし」に特化
した物件情報サービスが好評を得ており、集客効率の改善により安定した収益基盤を構築しております。
 
　不動産領域（法人向け賃貸）は、レンタルオフィス、シェアオフィス、コワーキングスペース（以下、フレキシ
ブルオフィスと総称します。）の情報をフレキシブルオフィス情報サイトとして運営しております。営業プロセス
の効率化を推進した結果、高単価案件の獲得が進捗しております。
 
　マーケティング事業で展開している主なサービスは下記のとおりです。
 
　転職情報サイト『CAREER INDEX』
　アルバイト・派遣情報サイト『Lacotto』
　成果報酬型採用支援サービス『Adopt Admin』
　ファッション・アパレル業界の転職情報サイト『Fashion HR』
　職業紹介サービス『ホワイトキャリア』
　不動産賃貸情報サイト『DOOR賃貸』『キャッシュバック賃貸』
　フレキシブルオフィス情報サイト『JUST FIT OFFICE』
 
 
 
 
（２）DX事業
 
当社グループのDX事業は、ContractS株式会社、株式会社Sales X 及び株式会社マージナルの3社を通じて展開し
ております。
 
ContractS株式会社では、企業の契約・契約管理のDX化を支援する契約ライフサイクル管理システム（CLM：
Contract Lifecycle Management）「ContractS CLM」を提供しております。契約締結前の草案作成・法務確認か
ら、契約締結、締結後の書類管理まで一貫して対応できるほか、過去の紙の契約書についても電子化（PDF等）に
よる一元管理が可能です。契約に関わる全プロセスを効率的に管理することで、業務最適化・リスク軽減・内部統
制対応を支援しております。ContractS株式会社においては、収益構造の継続的な改善に取り組んだ結果、2026年3
月期での通期黒字化を達成し、DX事業セグメント全体の利益黒字化に大きく貢献いたしました。
 
株式会社Sales Xでは、営業BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）を中心にサービスを展開しておりま
す。従来の主要顧客層であったSaaS企業に加え、深刻な人手不足を背景とする外部リソース活用の需要を取り込
み、より広範な業種からの受注拡大を実現しております。また、当社グループが蓄積してきた求人情報データを
データベースとして構築し、法人向けに販売することで収益を得ております。
 
株式会社マージナルでは、大量採用・大量選考を必要とするクライアント（事業者、学校等）に対し、オンライ
ン面接システム「BioGraph」を提供しております。スケジュール管理や録画選考といった通常のWeb会議システム
では対応困難な機能に加え、クライアントのカスタマイズ要望にも対応しております。特に「撮り直しができな
い」録画選考機能は、被選考者の習熟効果によるバイアスを排除できる点が高く評価されております。また、同社
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の開発リソースはグループ全体の技術拠点として活用され、グループ内システムの内製化支援や生成AIを活用した
新機能開発など、グループ全体の開発スピード向上とコスト効率の最適化にも貢献しております。
 
DX事業で展開している主なサービスは下記のとおりです。
 
　契約プロセス管理システム『ContractS CLM』
　DX営業支援・コンサルティング『Sales X』
　SaaS型営業支援クラウドサービス『Leadle』
　オンライン面接システム『BioGraph』
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　当社の主な事業の系統図は、次の通りであります。

 
 

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

又は被所有割合

（％）

関係内容

株式会社キャリアイ

ンデックス（注）２
東京都港区 5

マーケティング事業（イ

ンターネットを活用した

集客プラットフォームの

運営）

100
役員の兼任

経営管理

株式会社マージナル
広島県

広島市西区
7
DX事業（Web面接ツール

「BioGraph」の提供）
100 経営管理

ContractS株式会社

（注）２
東京都港区 100

DX事業（契約マネジメン

トシステム「ContractS

CLM」の提供）

71.1 役員の兼任

株式会社ホワイト

キャリア（注）２
東京都港区 5

マーケティング事業（有

料職業紹介事業）
100

役員の兼任

経営管理

株式会社Sales X

（注）２
東京都港区 5

DX事業（DXコンサルティ

ング事業）
100

役員の兼任

経営管理

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。
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３．株式会社キャリアインデックスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　（１）売上高     3,365百万円

（２）経常利益     334百万円

（３）当期純利益   228百万円

（４）純資産額   2,185百万円

（５）総資産額   2,651百万円

４．ContractS株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　（１）売上高       524百万円

（２）経常利益      90百万円

（３）当期純利益   135百万円

（４）純資産額   △201百万円

（５）総資産額     347百万円

 

５．株式会社Sales Xについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　（１）売上高       673百万円

（２）経常利益      28百万円

（３）当期純利益    42百万円

（４）純資産額      57百万円

（５）総資産額     187百万円

 

６．株式会社ホワイトキャリアについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　（１）売上高     1,151百万円

（２）経常利益     181百万円

（３）当期純利益   117百万円

（４）純資産額     175百万円

（５）総資産額     425百万円
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。なお、文中の将来に関す

る事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営方針

　当社グループは、2024年10月の持株会社化と商号変更とともに『様々な事業ドメインにおいて革命を起こし、従来

のビジネスモデルを変革する』ことを掲げ、傘下の事業会社にて、マーケティング事業及びDX事業を展開しておりま

す。ディスラプターズという社名には、デジタル技術の力、イノベーション、そして才能あるチームのたゆまぬ努力

によって、様々な事業ドメインにおいて革命を起こし、従来のビジネスモデルを変革するという私たちの揺るぎない

コミットメントが込められています。当社グループは常に現状に挑戦し、未開拓の機会を特定し、ビジネスのあり方

を再定義する新たな基準を生み出すことに取り組んでおります。

 

（２）経営戦略等

当社グループにおける経営戦略等は以下のとおりとなります。

 

マーケティングの事業のHR領域では、今後も継続が見込まれる労働力不足に対し、「求人シェアリング事業（アラ

イアンス・マーケティング）」のさらなる拡大と新規施策の積極的な展開により、一層の成長を図ってまいります。

また、顧客ニーズを的確に捉えたアプリ開発に加え、生成AIの利活用による制作業務の効率化を推進することで、よ

りスピーディかつ収益性の高いサービス展開を実現してまいります。

 

不動産領域の個人向けサービスにおいては、集客力の強化とともに、引越し見積もりをはじめとする不動産付帯

サービスの拡充を継続し、収益基盤のさらなる安定化に努めてまいります。法人向けサービスでは、オフィス回帰の

潮流を追い風に、大型案件の獲得と中規模案件における営業効率の向上を両立させ、売上拡大を目指してまいりま

す。

 

DX事業では、通期黒字化を達成したContractS株式会社において、これまでの構造改革による収益体質を維持しつ

つ、高単価のエンタープライズ（大手企業）向け機能の拡充やカスタマーサクセスの強化することにより、解約率の

低減と LTV（顧客生涯価値）の最大化を図り、ストック型収益のさらなる積み上げによる安定した利益貢献を実現し

てまいります。また、一方で収益基盤を強化すべく、低単価企業へのサービス開発も進めてまいります。

 

株式会社Sales Xでは、これまでのSaaS業界で培った高度な営業ノウハウを汎用化し、「営業DX」の伸び代が大き

い広範な産業へと横展開を加速させます。これにより、ターゲット市場(TAM)の大幅な拡大と、顧客基盤のさらなる

多様化を推進してまいります。また、生成AIの発展による市場の変化を好機と捉え、顧客開拓を進める一 方、自社

による生成AIの活用を進めてまいります。株式会社マージナルではオンライン面接システム「BioGraph」を通じて、

採用市場のデジタル化を牽引するとともに、同社の開発リソースをグループ全体の技術拠点として活用いたします。

具体的には、グループ内のシステムの内製化支援や、生成AIを活用した新機能の開発など、グループ全体の開発ス

ピード向上とコスト効率の最適化を進めてまいります。

 

（３）経営環境

近年、生成AI（Generative AI）の急速な普及は、産業構造や企業の事業運営に広範な変革をもたらしておりま

す。コンテンツ制作・業務自動化・意思決定支援といった領域において生成AIの活用が加速しており、企業の生産性

向上や新たなサービス創出の手段として不可欠な存在となりつつあります。一方で、既存ビジネスモデルの代替や人

材需要の変化といった事業環境の変容も同時進行しており、各企業にとって生成AIへの対応は経営上の重要課題と

なっております。当社グループにおいても、こうした潮流を好機と捉え、マーケティング事業における制作業務の効

率化やDX事業における新機能開発など、グループ全体での生成AI活用を積極的に推進してまいります。

 

マーケティング事業は、主にインターネット広告市場での展開をしております。インターネット広告費は、株式会

社電通「2025年日本の広告費」によりますと、4兆459億円と前年比110.8%の伸びを示し、初の4兆円超えとなってお

り、当社グループの事業基盤となる市場は引き続き拡大傾向にあります。

 

HR領域では、労働力不足の深刻化を背景に、企業の採用活動はますます活発化しております。求職者の行動面にお

いても、従前の能動的な応募型から受動型のスカウトへの変容が進むとともに、テレワークをはじめとする働き方の

多様化が転職市場における環境変化をもたらしております。また、育児・介護休業法の改正をはじめとする法制面の

動向も、事業者側の採用・雇用管理に影響を与える要因となっております。
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こうした環境変化は、転職市場における新たなビジネスチャンスの萌芽となっており、当社グループは「アグリ

ゲーションモデル」及び「求人シェアリング事業（アライアンス・マーケティング）」のさらなる拡大を通じてその

機会を積極的に捉えることで、HR領域の一層の事業拡大を図ることができると考えております。

 

不動産領域では、人口移動の正常化により個人向け不動産分野が再び活性化しているほか、HR領域における働き方

の多様化が住環境やオフィス環境の変化をもたらす要因となっております。法人向け不動産分野においては、オフィ

ス回帰の潮流が追い風となっており、フレキシブルオフィス需要の拡大とともに、大型案件の獲得機会も増加してい

ることから、事業拡大の好機と捉えております。

 

DX事業においては、人手不足による事業効率化への需要が当面継続することが見込まれ、当社グループが提供する

法務DX及び営業BPOサービスへの引き合いも引き続き旺盛に推移すると考えております。ContractS株式会社において

は通期黒字化を達成し収益基盤が整いつつあるなか、エンタープライズ向け機能の拡充や解約率の低減によるLTV

（顧客生涯価値）の最大化を図ることで、ストック型収益のさらなる積み上げを目指してまいります。また、株式会

社Sales Xにおいては、SaaS業界で培った営業ノウハウを広範な産業へ横展開することで、ターゲット市場の大幅な

拡大を推進してまいります。さらに、生成AIの急速な発展は当社グループにとって大きな事業機会となっており、制

作業務の効率化や新機能開発への活用を通じて、グループ全体の競争力強化につなげてまいります。
 
（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

今後事業を展開するにあたり、当社グループが対処すべき課題として認識している点は以下のとおりであります。

 

①生成AIの活用推進について

生成AIの急速な普及は、事業運営のあらゆる領域に変革をもたらしており、その活用への対応は当社グループにとっ

て経営上の重要課題であると認識しております。マーケティング事業においては、コンテンツ制作や広告運用における

生成AIの積極的な活用により、制作業務の効率化とスピードアップを図ってまいります。DX事業においては、

ContractS株式会社における契約書レビューの高度化、株式会社Sales Xにおける営業プロセスの自動化・効率化、株式

会社マージナルにおける採用選考システムへの新機能開発など、各事業会社が生成AIを活用した付加価値の高いサービ

スを提供することで、競争優位性の強化を図ってまいります。また、社内業務においても、個人情報や機微な情報に接

しない形での生成AIの利活用を推進することで、グループ全体の生産性向上を実現してまいります。

 

②営業体制の強化について

当社グループはこれまで取引先の拡大を図ってまいりました。今後も、既存の取引先と信頼関係を保ちながらビジネ

スパートナーとしての深耕を図り、収益を拡大させていく必要があります。持株会社化を機に事業会社同士の連携をさ

らに深めることにより、新規顧客開拓の加速と既存顧客へのクロスセルを進めていくことは必要不可欠であると考えて

おります。

 

③マーケティングの強化について

当社グループは、主にWebマーケティング手法によりユーザー数の拡大を図っておりますが、インターネット広告市

場は継続して拡大しており、競争の激化や新たなWebマーケティング手法の出現等が予測されます。Webマーケティング

の強化による効率化に加え、成果の出ているアライアンス・マーケティングの適用範囲を拡大するとともに、生成AIを

活用したコンテンツ制作の効率化・高度化を推進することで、ユーザー数のさらなる拡大を図ってまいります。

 

④ブランドの構築について

当社グループでは、主にWebマーケティング手法によりユーザー数の拡大を図ってきた一方、ブランディングを目的

とした広告活用はいまだ積極的に展開できておりません。ユーザー獲得や行動喚起を主とした運用型マーケティングと

ブランディングを目的とした認知型のマーケティング活動は、露出方法・費用面で大きく異なることから、その費用対

効果と意義を十分に検討していく必要があります。当社グループがより利便性の高いサービスを提供し続けることで、

当社グループ及び各サービスがユーザーに広く支持・認知されていくものと考えております。

 

⑤優秀な人材の確保・育成について

当社グループが展開するビジネスは、取引先にとって有益なサービス、ユーザーにとって最も便利なサービスを、取

引先又はユーザーの視点に立って企画・開発することが強く求められます。従業員一人ひとりの感性や経験がサービス

の質に大きな影響を及ぼすため、優秀な人材を確保することは経営上の重要課題であると認識しております。優秀な人

材にとって魅力ある会社づくりを行うため、労働基準法等の関連法令に従った労務管理の実施はもとより、公正な評価

基準や教育研修の充実に力を入れてまいります。あわせて、生成AIをはじめとする先端技術への対応力を持つ人材の育

成にも積極的に取り組んでまいります。
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⑥システム開発、改良、増強及び保守管理体制について

当社グループの運営する事業は、サービスの性質上、システムの開発・改良・増強及び保守管理体制が極めて重要で

あり、今後もさらに充実させていくことが求められております。インターネットの利用端末の多様化への対応も必須と

なるなか、株式会社マージナルの開発リソースをグループ全体の技術拠点として活用し、グループ内システムの内製化

支援や生成AIを活用した新機能開発を推進することで、グループ全体の開発スピード向上とコスト効率の最適化を図っ

てまいります。

 

⑦新領域への展開について

当社グループはマーケティング事業からDX事業へと事業領域の拡大を図ってまいりました。今後は、生成AIの活用を

新たな軸として、さらなる新領域への事業展開を図ることで取引先の満足度及びユーザーの利便性を向上させ、収益の

拡大を図っていくとともに、新しい収益モデルの構築にも積極的に取り組んでまいります。

 

（５）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社では、持続的な利益成長を目指して成長性や効率性の向上に取り組んでおり、主な経営指標として、売上高、

営業利益及び経常利益を特に重視しております。

 

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。なお、文中の将来に関する

事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）ガバナンス

　当社グループでは、事業活動を展開していく中で、サステナビリティへの取組みは経営における重要な課題と認

識しております。2024年10月の持株会社化に伴い、当社管理部が中心となり、サステナビリティに関する課題や視

点については、グループ各社代表が出席して開催される経営会議において議論や検討、戦略を策定しております。

特に重要な事項と判断されるものについては、取締役会で判断することで、経営会議レベルでの検討と意思決定ス

ピードの向上に取り組んでおります。

 

また、当社管理部では、サステナビリティに関するグループ各社での活動の推進及び進捗管理を実施するととも

に、複数の事業会社にまたがる課題については、同管理部が課題解決を主導し、必要に応じて課題解決の方向性を

検討するなどサステナビリティ活動とガバナンス体制の強化を図っています。

 

（２）戦略

　当社グループにおける、サステナビリティ（持続可能性）に関する取り組みの主軸は「人材採用」「質の高い教

育」「働き方の多様性の推進」となっております。

 

「人材採用」においては、ジェンダー・人・国に不平等なく、性別・国籍・人種の区別なく優秀な人材を採用し

ていくことを推進しており、国籍・人種を問わず採用応募を受け付けております。

 

「質の高い教育」については、学びの機会の提供を推進し、セミナーへの参加や書籍、動画による学習費用の補

助を行う一方で、社内勉強会の実施をすることで、学習の機会を提供しております。

 

「働き方の多様性の推進」は、働きがいと経済成長を両立すべく、社員の家庭環境の考慮としたテレワークの制

度の導入を進める一方、経済成長との両立を図るべく、生成AIの活用を推進し、生産性の向上を図っております。

 

（３）リスク管理

　当社グループは、人材確保・人材育成・情報セキュリティなど、当社グループにとって経営を脅かすリスクを多

面的に捉え、サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評価及び管理するため、グループ各社代表が出席

する経営会議を原則週１回開催し、適宜情報をキャッチアップし、適切な対応を討議する体制を整備しています。

また、討議の結果は経営会議を通じ、取締役会メンバーに報告されております。

 

（４）指標及び目標

　当社グループでは、「人材採用」においては、性別による偏りのない採用を推進すべく、男女比においては偏り

が出ないことを目標としておりますが、より包摂性・公正性を求められる社会的要請がある状況に環境が変化した

際には、その目標を社会的要請に合わせたものにしていく予定です。

 

EDINET提出書類

株式会社ディスラプターズ(E32795)

有価証券報告書

12/82



なお、2026年3月末現在のグループ全体の男女比率は男性57.0％、女性43.0％、女性の管理職比率は12.5％と

なっており、2031年3月期までに女性の管理職比率を10％とする目標を超えておりますが、より高い水準を目指し

てまいります。なお、国籍・人種の多様性については、国籍・人種を問わない採用を続けてまいります。

 

「質の高い教育」については、学習費用の補助を推進し、より多くの従業員が学習費用の補助を受ける環境にな

るべく、整備を進めてまいります。

 

「働き方の多様性の推進」については、柔軟な働き方による処置として、時短勤務、ならびに始業時刻などの変

更を実施すると同時に、必要に応じたテレワークの導入を行っております。

 

 

３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財務状況、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下の通りで

あります。

　なお、以下の記載における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものでありま

す。また、以下の記載は当社グループに関連するリスクの全てを網羅するものではありません。

 

１.事業に関するリスクについて

（１）生成AIの技術革新について

　生成AIの急速な進化は、インターネット関連ビジネスのあらゆる領域において、既存のビジネスモデルやサービス

のあり方を根本から変革しうる可能性を有しております。当社グループのマーケティング事業においては、生成AIの

普及によるユーザーの情報収集行動の変容、検索エンジンの利用動向の変化等が、集客構造や広告効果に影響を及ぼ

す可能性があります。またDX事業においても、生成AIを活用した競合サービスの台頭により、既存サービスの競争優

位性が損なわれるリスクが存在します。一方で、生成AIは当社グループにとって事業効率化や新サービス創出の機会

でもあることから、その動向を注視しつつ、マーケティング事業における制作業務の効率化、DX事業における新機能

開発等への積極的な活用を推進することで、リスクの低減と競争力の強化を両立してまいります。また、生成AIの活

用にあたっては、個人情報や機微な情報の取り扱いに十分配慮した運用ルールを整備し、適切なガバナンス体制のも

とで推進してまいります。

 

（２）インターネット広告市場について

　日本の広告市場において、インターネット広告は広告手法の主要な手段となり、インターネット利用者数の拡大に

伴い、今後も成長が続くものと認識しております。現在、当社グループのマーケティング事業は、インターネット広

告市場を中心に事業を展開しており、マーケティング事業の継続的な拡大発展の前提として、社会におけるさらなる

インターネット環境の整備、インターネットの利用拡大が必要と考えております。しかしながら、インターネットの

環境整備やその利用に関する新たな規制の導入等により、今後のインターネット普及の障害となる予期せぬ要因が発

生した場合、マーケティング事業の運営及び業績に影響を及ぼす可能性があります。また、特定領域における寡占化

は広告費用の増加や広告手段の選択に対して制限を与える可能性があります。さらに、広告市場は景気変動の影響を

受けやすい市場であり、インターネット広告は今後も他の広告媒体との競合が継続していくと考えられることから、

今後これらの状況に変化が生じた場合、マーケティング事業の運営及び業績に影響を及ぼす可能性があります。この

ため、当社グループは、インターネットサービスが置かれている事業環境及び技術の進化等について、常に最新の情

報を把握できる体制を整えてまいります。

 

（３）競合について

　当社グループは、マーケティング事業においては、インターネット及びシステムを活用したサービスを提供してお

ります。インターネット及びシステムを活用したサービスは、比較的参入障壁が低く、新規参入者は増加すると予想

されるため、競合他社の出現による収益の低下及び競争激化等により、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす

可能性があります。また、DX事業においてはSaaS型を主として、市場創世期においては参入を狙う事業者が多く現れ

る傾向があり、各サービスの独自性を打ち出していくことと、当社グループのシナジーを活かした事業展開等を進め

ることで、競合との差別化を図ってまいります。
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（４）新規事業について

　当社グループは、マーケティング事業（人材領域、不動産領域）及びDX事業を中心にサービスを展開しております

が、さらなる事業の拡大を目指し、新領域でのサービス開発に取り組んでまいります。しかしながら、新規事業にお

いては、ウェブサイトやシステム開発、広告宣伝費等の先行投資が必要とされ、利益率の低下を招く可能性がありま

す。また、新規事業には不透明な点が多く、先行投資額が想定を上回る場合があります。さらに、想定した収益が得

られない場合、新規事業からの撤退という経営判断をする可能性もあります。このような場合、当社グループの事業

及び業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、新規事業におきましては、投資対効果を慎重に判断し、決定

してまいります。

 

（５）インターネットの技術革新及びサービスの陳腐化について

　インターネット関連分野における技術革新は著しく、現在利用している技術や業界で標準とされる技術が急激に変

化することも予想され、また技術革新に伴う顧客ニーズの変化、それに対応したビジネスモデルやサービスの開発・

進化が活発に行われております。当社グループの想定の範囲外にある技術革新や当社グループが提供するサービス等

を必要としない何らかのビジネスモデルの成立等により、現在の業態でのビジネス展開が縮小し、又は成立しなくな

る可能性があります。これらの変化に対応すべく、継続的なサービスの向上を図るとともに、インターネット技術の

進歩においても、常に状況を把握する体制を整えてまいります。特に生成AIについては、（１）に記載のとおり、

ユーザーの行動変容や事業者側の生産性に大きなインパクトをもたらす可能性があると認識しており、その動向を継

続的に注視してまいります。

 

（６）インターネットを取り巻く法的規制について

　当社グループは、各種法令を遵守するとともに、社員教育等の啓蒙体制を整備しております。しかしながら、イン

ターネット及び端末の普及・拡大とともにそれを活用したビジネスも多様化してきており、これに伴い、法改正また

は新たな法規制等が行われた場合、当社グループの業務が制約を受け、又は変更を余儀なくされ、当社グループの事

業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。特に、生成AIの利活用に関する法整備は国内外で急速に進んでおり、

AIに関する規制動向についても継続的な確認と適切な対応を図ってまいります。

 

（７）システムトラブルについて

　地震、水害等の自然災害、火災、事故、停電等予期せぬ事象の発生によってコンピュータシステム及び通信ネット

ワークが切断された場合、当社グループではサービスの停止を余儀なくされることとなり、また、アクセスの急激な

増加や役職員の過誤によるネットワーク障害が発生した場合、当社グループの直接の損害に加えて、当社グループの

信頼の低下を招き、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、当社グループは、停

電や地震に対応可能な無停電設備、耐震構造を備えたクラウドサービスを利用し、そのデータについてはバックアッ

プを取る等、事業の安定的な運用のための体制強化及びセキュリティ対策を行っております。

 

（８）ネットワークセキュリティについて

　ネットワークセキュリティについて、予防が困難な未知の手段によるコンピュータハッカーの侵入及びコンピュー

タウイルス等の外的な要因により、ウェブサイトに対して破壊的な影響を与えた場合、当社グループではサービスの

停止を余儀なくされ、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。また、サービス停止により、

企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、コンピュータシステム及び通信ネッ

トワークは、外部からの不正アクセスを防止するためにファイアウォール等のセキュリティ手段によって保護されて

おります。また、ネットワークセキュリティについては、今後とも十分な対応を図ってまいります。

 

（９）個人情報等の管理について

　当社グループが保有する個人情報等につき漏洩、改ざん、不正使用等が生じる可能性を完全に否定することはでき

ません。また、外部からの不正アクセスや想定していない事態によって個人情報の外部流出等が発生した場合には、

適切な対応を行うための相当なコスト負担、当社グループへの損害賠償請求への対処、企業としての社会的信用の低

下により、当社グループの事業及び業績並びに企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。当社グ

ループでは、ユーザー等の個人情報につきましては、システム設計上での配慮は当然ながら、個人情報に関する社内

でのアクセス権限の設定等、管理面及び物理的側面からも取り扱いに厳重な注意を払っております。また、生成AIの

活用にあたっては、個人情報や機微な情報を学習・入力データとして使用しない運用ルールを設け、情報漏洩リスク

の低減に努めてまいります。なお、当社グループは複数の事業会社において、一般社団法人日本情報経済社会推進協

会よりプライバシーマークの認定・付与を受けております。
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（10）マーケティング事業に係る広告宣伝活動について

　マーケティング事業では、より多くのユーザーを獲得し、クライアント需要に応えるために、売上高に対して相当

額の広告宣伝費を投下しております。広告宣伝活動においては、費用対効果を重視する方針で支出の可否を判断し、

インターネット上の検索連動型広告を中心に出稿しております。今後、検索連動型広告の料金の高騰や検索エンジン

運営者による上位表示方針の変更等に加え、生成AIの普及によるユーザーの検索行動の変容が集客費用対効果に影響

を及ぼす可能性があります。このため、当社グループでは広告宣伝費及び集客費用対効果を適切に管理するととも

に、アライアンス・マーケティングの活用拡大や新たな広告媒体の開拓・開発にも積極的に取り組んでおります。

 

（11）知的財産権について

　当社グループは、現時点において、第三者の知的財産権の侵害を理由とした使用差止請求や損害賠償請求等を受け

ている事実はありません。しかし、今後、使用差止請求や損害賠償請求等が提起され、多額の賠償金の支払やサービ

スの停止等を余儀なくされた場合、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。また、生成AIを

活用したコンテンツ制作においては、著作権をはじめとする知的財産権に関するリスクが新たに生じる可能性がある

ことから、その動向を注視しつつ、適切な運用ルールの整備を進めてまいります。このため、当社グループでは、第

三者の特許権に抵触する可能性の低減を目的として、当社グループの事業に関係性のあるキーワードを用いて特許検

索・検討を行っています。

 
 

２.当社グループの事業運営体制に関わるリスクについて

（１）特定人物への依存について

　当社の代表取締役社長CEOである板倉広高と上席執行役員グループCOOである齊藤慶介は、当社設立以来の事業の

推進者であり、当社及び当社グループの経営方針や事業戦略、新規事業展開の意思決定等、当社グループの企業運

営上、極めて重要な役割を果たしております。また、持株会社化に伴い、事業会社の代表取締役には、当社グルー

プの執行役員を中心に選任をしております。そのため、上記メンバー業務の遂行が困難な状態となった場合や次世

代経営幹部職員の育成、採用が進捗しなかった場合、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。当社グループでは、過度な依存を回避すべく、経営管理体制の強化、経営幹部職員の育成、採用を図っており

ます。

 

（２）小規模組織であることについて

　当社グループは当連結会計年度末において、従業員107名と事業規模を考慮すると小規模組織で展開しており、ま

た、内部管理体制も規模に応じたものとなっております。このため、必要な人材を当社グループの計画どおりに確

保できなかった場合、事業規模に応じた内部管理体制を構築できなかった場合、さらに必要な人材の流出が発生し

た場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、性別等にとらわれない採

用を進めるとともに、女性の管理職割合の増加等を進めるとともに、事業の拡大にあわせて、優秀な人材の確保、

育成を図る方針であります。

 

 

３.その他のリスクについて

（１）訴訟の可能性について

　当社グループは、現在において、損害賠償を請求されている事実や訴訟を提起されている事実はありませんが、

システム障害や人為的ミス等の予期せぬトラブルが発生した場合、取引先との関係に何らかの問題が生じた場合、

第三者の知的財産権を侵害したとのクレームが発生した場合等には、これらに起因する損害賠償を請求される、あ

るいは、訴訟を提起される場合があります。損害賠償の金額、訴訟の内容及び結果によっては、当社グループへの

信頼性の低下を招き当社グループの事業及び業績並びに企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性がありま

す。当社グループでは、契約時には法務確認を徹底していることに加え、必要に応じて弁護士等に相談をする等、

訴訟リスク等の低減を図っております。

 

（２）大株主について

　当社代表取締役社長CEOである板倉広高の当事業年度末日現在の株式保有率は、57.31％となっております。当社

株式の保有方針に関して、当該株式の売却が行われた場合には、当社株式の流通状況及び市場価格に影響を及ぼす

可能性があります。当社では、当社株式の保有方針等を定期的に確認する等、適切な対応を図ってまいります。
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（３）減損リスクについて

　当社グループは当連結会計年度末時点において、のれん及び顧客関連資産の合計が1,685百万円あります。今後、

子会社及び取得したサービスの収益が著しく低下した場合には、減損損失が発生し、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。当社グループでは、子会社及び各サービスの収益及び財務の状況を月次で確認し、子会

社の経営状況及びサービスの状況を適切に把握できるように努めております。

 

 

４．リスクを把握し、管理する体制等について

　当社は、グループ代表、及び事業会社代表もって構成する経営会議を原則週１回、必要に応じて随時開催してお

り、上記リスクの把握及びその対応状況等を適宜管理しております。経営会議においては、発生した事象の緊急性、

業績等への影響額、重要性等を考慮の上対応し、特に重要性が高いものについては取締役会に報告し、必要に応じて

取締役会において対応の決定をいたします。

 

 

 

４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国の経済は、ウクライナ情勢による地政学リスクや原材料費上昇、各国の中央銀行の

金利動向による急激な為替変動や米国大統領選挙の結果を受けた株価動向等、極めて不透明な状況が続いておりま

す。このような環境下、当社グループは、2024年10月に新設分割による持株会社化を行い、傘下の事業会社において

マーケティング事業、及びDX事業を運営してまいりました。

 

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は5,114百万円（前年比19.1％増）となりました。営業利益

は726百万円（同106.1％増）、経常利益は724百万円（同106.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は680百万

円（同221.4%増）となりました。

また、当連結会計年度の総資産は4,237百万円（前連結会計年度と比べ449百万円増加）、負債合計は1,547百万円

（同41百万円減少）、純資産は2,689百万円（同490百万円増加）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

（マーケティング事業）

マーケティング事業においては、大きな課題であるCPA（顧客獲得単価）の高止まりへの対応策の一つとして、

ユーザーデータベースを活用した収益モデルの立ち上げを進めてまいりました。

 

その取り組みの一つとして、HR（人材）領域では、人材紹介会社、派遣会社等においてマッチングが成立していな

い候補者に対し、当社グループの巨大な求人プラットフォームを提供するサービスであるアライアンス・マーケティ

ングの取り組みを立ち上げた結果、大きな成果を上げ、今後も収益源としての成長を見込めるようになりました。

 

加えて、人材紹介事業を展開する株式会社ホワイトキャリアをはじめとして、当社グループ全体でアライアンス・

マーケティングを推進したことにより、当社グループ全体における求職者の登録・応募も増大することが出来まし

た。

 

不動産領域では、限られたクライアント予算に対して、安定的な収益を得るべく、利益獲得重視にシフトする一

方、個人向け不動産サービスにおいては、付帯サービスの連携先開拓を進めてまいりました。法人向け不動産サービ

スでは、既存顧客に対する営業に加え、新規大型施設の建設・開業に対する積極的な営業提案を行ってまいりまし

た。

 

以上の結果、セグメント売上高は3,917百万円（前年比26.6％増）、セグメント利益は696百万円（同54.6％増）と

なりました。

なお、サービス別の売上高の内訳は以下の通りとなります。
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転職　　　　　　　　 2,108百万円

アルバイト・派遣　　  818百万円

不動産　　　　　　    990百万円

その他　　　　　　　　　 0百万円

 

（DX事業）

DX事業においては、SaaS（Software as a Service）サービスの提供とDX営業支援の両面から事業を推し進め、営

業支援サービス「Leadle」では、機能改善と株式会社Sales Xによる販売体制構築を図ってまいりました。Web面接

ツール「BioGraph」においては、競合との差別化を図るべく、顧客からのカスタマイズ要望に応え、小回りを効かせ

ながら、受注を積み重ねております。

 

契約マネジメントシステム「ContractS CLM」においては、サービスメニューとコスト構造の見直しが奏功し、当

連結会計年度における通期黒字化を達成いたしました。また、前出の株式会社Sales Xでは、DX商材の拡販を目指す

クライアントに対し、BPO（Business Process Outsourcing：営業プロセスの外注化）を提案してまいりましたが、

その効果を認めていただいているクライアントからの継続受注をすることが出来ました。

 

以上の結果、セグメント売上高は1,196百万円（前年比0.3％減）、セグメント利益は29百万円（前連結会計年度は

セグメント損失104百万円）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ470百万円増

加し、1,538百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、998百万円（前連結会計年度は539百万円の獲得）となり

ました。これは主に、法人税等の支払による支出179百万円があったものの、税金等調整前当期純利益853百万円の計

上に加え、減価償却費211百万円、のれん償却額85百万円の収入があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、113百万円（前連結会計年度は37百万円の収入）と

なりました。これは主に、無形固定資産取得による支出106百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、413百万円（前連結会計年度は500百万円の支出）となり

ました。これは主に、長期借入金の返済による支出223百万円、配当金の支払額143百万円、連結の範囲の変更を伴わ

ない子会社株式の取得による支出46百万円があったことによるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

a．生産実績

当社グループで行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、当該記載を省略し

ております。

 

b．受注実績

当社グループで行う事業は、提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、当該記載を省略し

ております。
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c．販売実績

　当連結会計年度の販売実績は、次の通りであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

前年同期比（％）

マーケティング事業（百万円） 3,917 26.6

DX事業（百万円） 1,196 △0.3

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであり

ます。

相手先

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社リクルート 660 15.4 651 12.7

エン株式会社 239 5.5 540 10.6

 

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次の通りであります。

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

a．当グループの当連結会計年度の財政状態及び経営成績は、以下の通りとなります。

1)財政状態

（資産）

当連結会計年度末における総資産残高は4,237百万円となり、前連結会計年度末に比べ449百万円増加しました。

これは主に、顧客関連資産の減少184百万円、のれんの減少85百万円、現金及び預金の増加470百万円によるもので

あります。

（負債）

当連結会計年度末における負債の残高は1,547百万円となり、前連結会計年度末に比べ41百万円減少しました。

これは主に、長期借入金の減少170百万円、1年以内返済予定の長期借入金の減少53百万円、買掛金の増加46百万

円、未払金の増加36百万円、未払法人税等の増加47百万円によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は2,689百万円となり、前連結会計年度末に比べ490百万円増加しまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益の計上や配当金の支払いの結果、利益剰余金の増加537百万円

によるものであります。

この結果、自己資本比率は63.5％となりました。

 

2)経営成績

（売上高）

当連結会計年度における売上高は5,114百万円となり、前連結会計年度と比べ820百万円増加しました。主な要因

につきましては、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析　(1）経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成績の状況」をご参照ください。

（売上原価）

当連結会計年度における売上原価は1,789百万円となり、前連結会計年度と比べ341百万円増加しました。これは

主に、業務委託料、従業員に関する人件費の増加によるものです。

（売上総利益）

上記の結果、当連結会計年度における売上総利益は3,325百万円となり、前連結会計年度と比べ479百万円増加し

ました。
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（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は2,599百万円となり、前連結会計年度と比べ105百万円増加しま

した。これは主に、広告宣伝費の増加によるものです。

（営業利益）

上記の結果、当連結会計年度における営業利益は726百万円となり、前連結会計年度と比べ373百万円増加しまし

た。

（営業外損益）

当連結会計年度における営業外収益は９百万円となり、前連結会計年度と比べ１百万円増加しました。これは主

に、受取賠償金の発生によるものです。

当連結会計年度における営業外費用は10百万円となり、前連結会計年度と比べ１百万円増加しました。これは主

に、損害賠償金の発生によるものです。

（経常利益）

上記の結果、当連結会計年度における経常利益は724百万円となり、前連結会計年度と比べ373百万円増加しまし

た。

（当期純利益）

当連結会計年度における税効果会計適用後の法人税等合計は172百万円となり、前連結会計年度と比べ27百万円

増加しました。

上記の結果、当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益は680百万円となり、前連結会計年度と

比べ469百万円の増益となりました。

 

b．経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの経営状況につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ①財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであり

ます。また、「第２ 事業の状況 ３ 事業等のリスク」に記載の通り、事業環境等の様々なリスク要因が経営成績

に重要な影響を与える可能性があると認識しております。そのため、当社は常に市場動向等の外部環境を注視・分

析することで現在及び将来における事業環境を確認するとともに、事業体制及び内部管理体制を強化し、社会の

ニーズに合ったサービスを展開していくことにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因に対し適切な対応

を行ってまいります。

その結果、当社が重要な経営指標としている売上高、営業利益、及び経常利益の達成状況につきましては、2025

年11月25日に開示いたしました計画に対して、それぞれの達成率が100.3%、100.1%、100.6%となっております。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 経営者によ

る財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ②キャッシュ・フローの

状況」に記載の通りであります。

 

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、短期、経常的な資金需要は運転資金であり、主なものは

広告宣伝費や人件費のほか法人税等の支払いとなります。これらについては営業キャッシュ・フローにより獲得した

内部資金により充当してまいります。なお、今後におきましては、M&A等による突発的な大型の資金需要については

借入金や増資等による調達も柔軟に検討してまいります。

流動比率につきましては202.5%となっております。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載の通

りであります。

 

 

５【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、マーケティング事業における事業用PC等の増加、ソフトウェアの取

得による24百万円、DX事業における事業用PC等の増加、ソフトウェアの取得による82百万円となります。

 

２【主要な設備の状況】

　当グループにおける主要な設備は、以下の通りであります。

(1）提出会社

2026年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

（百万円）
建物附属設備
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(東京都港区)
全社（共通） 事務所 16 4 3 24

8

(2)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３．本社事務所の建物は賃借により使用しており、年間賃借料は９百万円であります。

４．現在休止中の設備はありません。

 

(2）国内子会社

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

工具、器具
及び備品
(百万円)

ソフトウエア
（百万円）

 
ソフトウエア
仮勘定（百万
円）

合計
(百万円)

株式会社

キャリアイ

ンデックス

本社

（東京都港

区）

マーケ

ティング

事業

PC、ソフト

ウエア
3 18 9 31

34

(2)

株式会社

マージナ

ル

本社
（広島県広

島市西区）

DX事業 PC 0 － － 0
5

(－)

ContractS

株式会社

本社
（東京都港

区）

DX事業
PC、ソフト

ウエア
2 58 21 82

35

(1)

株式会社

Sales X

本社
（東京都港

区）

DX事業
PC、ソフト

ウエア
0 1 － 1

13

(15)

株式会社

ホワイト

キャリア

本社
（東京都港

区）

マーケ

ティング

事業

PC 0 － － 0
12

(1)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．現在休止中の設備はありません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

　重要な設備の新設等の計画はありません。

 

（2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,800,000

計 76,800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,996,400 20,996,400
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であります。

単元株式数は100株であり

ます。

計 20,996,400 20,996,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2021年４月１日～

2022年３月31日

（注）１

2,400 20,968,800 0 395 0 353

2023年４月１日～

2024年３月31日

（注）１

9,600 20,978,400 0 395 0 353

2024年４月１日～

2025年３月31日

（注）１

18,000 20,996,400 0 395 0 353

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

       2026年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 21 18 21 12 2,524 2,598 －

所有株式数

（単元）
－ 280 5,634 5,955 18,302 127 179,606 209,904 6,000

所有株式数の割

合（％）
－ 0.13 2.68 2.84 8.72 0.06 85.57 100.00 －

（注）自己株式525,959株は、「個人その他」に5,259単元、「単元未満株式の状況」に59株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

板倉　広高 東京都世田谷区 11,731,200 57.31

ＭＳＩＰＣＬＩＥＮＴＳＥＣＵＲ

ＩＴＩＥＳ

（常任代理人モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町1-9-7）

920,800 4.50

齊藤　慶介 神奈川県鎌倉市 672,000 3.28

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ

ＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ

（ＦＥ－ＡＣ）

（常任代理人株式会社三菱UFJ銀

行）

UNITED KINGDOM, LONDON, EC4A 2BB,

133 FLEET STREET, PETERBOROUGH COURT

（東京都千代田区丸の内1-4-5）

466,357 2.28

株式会社GranSfida 東京都世田谷区玉川田園調布1-7-5 306,300 1.50

外池　榮一郎 東京都千代田区 175,000 0.85

山下　博 大阪府泉南市 174,200 0.85

柴崎　初男 千葉県袖ケ浦市 150,000 0.73

ＪＰモルガン証券株式会社

代表取締役社長

李家　輝

東京都千代田区 144,838 0.71

宇津　茂和 三重県熊野市 143,900 0.70

計 － 14,884,595 72.71

（注）１．上記の他、当社が所有している自己株式525,959株があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 525,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,464,500 204,645 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 6,000 － －

発行済株式総数  20,996,400 － －

総株主の議決権  － 204,645 －

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ディスラプター

ズ

東京都港区南青山二

丁目５番17号
525,900 － 525,900 2.50

計 － 525,900 － 525,900 2.50

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に

係る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 525,959 － 525,959 －

（注）当期間における取得自己株式には、2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しつつ、業績の推移、財務状況、事業計画に基づく

資金需要等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスをとりながら、経営成績にあわせた利益配分を基本方針として

おります。この方針のもと、当社は期末配当の年１回の配当を行うこととしております。また、当社は、株主への機

動的な利益還元ができる様、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定め

のある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款で定めております。

　この方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、１株につき５円の普通配当を実施することを決定しまし

た。

　また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、事業拡大のための設備投資等

に有効投資してまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2025年９月17日
40 2.0

取締役会決議

2026年５月15日
102 5.0

取締役会決議

 

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主をはじめ、ユーザー、取引先、従業員ひいては社会全体の共栄を目指すべき存在であり、またこれ

により企業価値が継続的に増大するとの認識を有しております。そして、その達成のため、社会的に有用なサービ

スを創出するとともに、各ステークホルダーとの関係強化及び経営統治機能の充実を図ることが、当社のコーポ

レート・ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営上の最重要項目と位置付けております。また、経営統治

機能の充実のため、各ステークホルダーへの適正かつタイムリーなディスクロージャーに努めてまいります。
 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．会社の機関の内容

　当社の取締役会は、本書提出日現在取締役３名、うち２名は社外取締役で構成されており、定時取締役会を原

則として毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて随時開催しております。当社取締役会規程に基づき、監査役出

席の下、業務執行に関する経営上の重要な事項の意思決定を行うとともに、当社代表取締役板倉広高が、当社株

式の過半を保有していることから、社外取締役を取締役会構成員の過半とすることで、代表取締役の職務執行を

監督し、意思決定の透明性、効率性及び公平性の確保に努めております。

　・構成員　代表取締役社長CEO　板倉広高（議長）、御法川薫（社外取締役）、渡辺洋司（社外取締役）

　当社は取締役会の他に、代表取締役等決裁者の意思決定に資するべく、代表取締役、取締役、執行役員、部・

室長をもって構成する経営会議を原則週１回、必要に応じて随時開催しております。経営会議には、必要に応じ

議案に関係ある者を出席させ、説明を求めるとともに、その意見又は報告を聴取しております。ここでは、経営

の重要事項を審議する他、情報の共有化を図ることにより業績の向上とリスクの未然防止を図っております。ま

た、常勤監査役は議事録を確認するとともに、必要に応じて意見を述べております。

　・構成員　代表取締役社長CEO 板倉広高（議長）、齊藤慶介、星幸宏、幾島尚彦、曽根康司

　当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は社外監査役３名で構成され、うち１名は常勤監査役であり

ます。監査役は、監査役監査基準に基づき、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べる他、取締役の職務執

行を監査しております。監査役会は、定例の監査役会を毎月１回、必要に応じて臨時の監査役会を開催し、監査

計画の策定、監査実施状況、監査結果等の検討等、監査役相互の情報共有を図っております。なお、監査役は、

内部監査人及び会計監査人と緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

　・構成員　常勤監査役 西田雅一（議長、社外監査役）、大西正義（社外監査役）、中野里香（社外監査役）

　当社の規模において現行の体制が、経営に対する十分な監督及び監視機能を確保し、法令遵守及び企業倫理の

徹底、効率的かつ効果的な経営及び業務執行が実現できる体制であると考えているため、上記の体制を採用して

おります。
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※当社は、2026年６月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役５名選任の件」を提案し

ており、当該議案が承認可決されると、当社の取締役は５名（内、社外取締役２名）となります。また、当該定

時株主総会の直後に開催が予定されている取締役会の決議事項として「代表取締役選任の件」及び「執行役員選

任の件」を付議する予定です。これらの承認可決がされた場合、取締役会の構成員及び執行役員については、後

記「（２）役員の状況②」のとおりであります。

 

ロ．会社の機関・内部統制に関する概要

　当社の機関・内部統制に関する概要は以下の通りであります。

 
 

 
 
 

③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、経営の有効性と効率性の向上、財務報告の信頼性の確保、法令等

の遵守のため、職務分掌及び内部けん制の考え方を基礎に、業務特性やリスクに応じた各種の統制活動を実施し

ております。また、これらの内容を「内部統制システム整備の基本方針」をはじめとした諸規程として定め、そ

の徹底を図っております。さらに、管理部主導で内部監査を実施し、所定の内部統制が有効に機能しているかを

定期的に検証するとともに、絶えずその改善・強化に努めております。法令等へのコンプライアンスに関して

は、同部において常時その遵守状況を把握し、また顧問弁護士等の外部専門家との適切なコミュニケーションに

より、その確保に努めております。

 

ロ．リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理については、取締役を含む各部門の責任者により構成される経営会議において情報の共有化や対策

検討を行い、重大な損失発生の未然防止、再発防止、迅速な対応を図ることで、事業環境の急激な変化に対応し

ております。

　また、コンプライアンス体制をより強化するため、顧問弁護士及び税理士法人等の外部専門家に適切な助言及

び指導を受ける体制を整えております。

 

ハ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社の業務の適正の確保については、定期的及び必要に応じて適宜、事業運営に関する重要な事項の協議又

は報告を行う体制を整備しております。子会社の財務状況、営業成績その他重要事項については、月次で確認す

ることで、適切に管理をしております。また、当社のコンプライアンス規程に準じ、子会社のコンプライアンス

体制の整備に努めるとともに、コンプライアンスに関する疑義が生じた場合には速やかに報告を受ける体制を整

備しております。
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ニ．責任限定契約の内容の概要

a.取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の

決議によって、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の会社法第423条

第１項の賠償責任について、善意かつ重大な過失がない場合には、法令に定める限度額までに限定することが

できる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に

発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

b.責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

当該契約に基づく損害賠償契約の限度額は、法令が規定する額となります。

 

ホ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の全ての取締役、監査役及び執行役員であり、被保険者は保険料を負

担しておりません。当該保険契約により被保険者の会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により発生した損害

が填補されることとなります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれない様にするため、被保険者

による犯罪行為等に起因する場合には填補の対象としないこととしております。

 

ヘ．取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。

 

ト．取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び取締役の選任については、累積投票によらない旨、定款で

定めております。

 

チ．剰余金の配当等に関する決定機関

当社は、会社法第459条第１項各号に定める剰余金の配当及び自己株式の取得等（以下、「剰余金の配当等」

という。）について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定め

る旨、定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な

利益還元及び経営環境の変化に対して機動的な資本政策を行うことを目的とするものであります。

 

リ．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

 

ヌ．支配株主との取引を行う際における少数株主保護についての方策

　当社の代表取締役である板倉広高は支配株主に該当しております。当社は、今後支配株主との取引は行わない

方針でありますが、例外的に取引を行う場合には、一般の取引条件と同様の適切な条件とし、取引理由及びその

必要性、取引条件の決定方法の妥当性等について、社外取締役及び社外監査役も参画した取締役会において十分

に審議した上で意思決定を行うこととし、少数株主の権利を保護する様努めております。

 

ル．取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を原則として月１回開催、必要に応じて臨時にて開催しており、個々の取

締役の出席状況については次のとおりであります。

区分 氏名 取締役会出席状況

代表取締役社長CEO 板倉　広高 全17回中　17回

社外取締役 渡辺　洋司 全17回中　16回

社外取締役 御法川　薫 全17回中　13回
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取締役会における具体的な検討内容として、当社グループの事業環境、業績の進捗状況、財務状況、M&Aにお

ける対象企業の状況及び当社グループとのシナジーに関する事項等について、報告及び質疑応答などによる確認

を行いました。

 

（２）【役員の状況】

①有価証券報告書提出日現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

 

男性5名　女性1名　（役員のうち女性の比率17％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

CEO

板倉　広高 1965年11月21日生

1988年４月 株式会社リクルート(現株式会社リク

ルートホールディングス)入社

1997年４月 ヤフー株式会社（現LINEヤフー株式会

社）入社

1998年４月 同社　広告営業部長

2000年４月 同社　法人営業部長

2003年７月 同社　ビジネス開発部長

2005年１月 株式会社アイ・アム(現株式会社コン

フィデンス・インターワークス)入社　

常務執行役員

2005年11月 当社設立　代表取締役社長

2010年４月 株式会社バザール　取締役

2018年６月 代表取締役社長CEO(現任)
　

（注）

３
11,731,200

取締役 渡辺　洋司 1975年８月19日生

1998年４月 株式会社アルファシステムズ入社

2002年３月 株式会社アスケイド入社

2016年４月 株式会社サイバーセキュリティクラウ

ド入社　CTO兼Webセキュリティ事業部

長

2016年12月 同社　執行役員　CTO兼Webセキュリ

ティ事業部長

2017年６月 同社　取締役CTO兼Webセキュリティ事

業部長

2020年５月 同社　取締役CTO兼Webセキュリティ事

業本部長

2020年12月 株式会社ソフテック　代表取締役社長

2021年１月 株式会社サイバーセキュリティクラウ

ド　代表取締役社長兼CTO

2021年３月 同社　代表取締役CTO(現任)

2021年６月 当社取締役（現任）
　

（注）

３
－

取締役 御法川　薫 1979年６月７日生

2004年４月 山武郡市農業協同組合入社

2008年12月 EY新日本有限責任監査法人入社

2016年７月 株式会社クリーマ入社

2019年１月 株式会社土屋鞄製造所入社

2020年２月 株式会社ハリズリーへ転籍

2020年６月 株式会社ドリームフィールズ取締役

2021年７月 株式会社キュー監査役

2022年９月 株式会社一創監査役

2022年４月 株式会社土屋鞄製造所管理本部長

2022年７月 株式会社ハリズリー執行役員

2023年４月 株式会社SUMESHI取締役(現任)

2024年４月 株式会社エモーションテック入社

2024年10月 税理士法人Portパートナー(現任)

2024年11月 株式会社エモーションテック執行役員

(現任)

2025年６月 当社　取締役（現任）

　

（注）

３
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
西田　雅一 1957年６月20日生

1981年４月 株式会社三越（現　株式会社三越伊勢

丹）　入社

2004年３月 同社　商品本部　商品システム推進

部　ゼネラルマネージャー

2007年８月 同社　統合準備室　プロジェクトリー

ダー

2008年４月 株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス　営業政策本部　店舗運営グループ

長

2011年４月 同社　執行役員　事業開発部長

2014年４月 株式会社スタジオアルタ　代表取締役

社長

2015年４月 株式会社三越伊勢丹　監査役

2019年７月 株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス　内部監査室　参与

2020年６月 当社　常勤社外監査役(現任)

2022年７月 株式会社テンポスドットコム　非常勤

監査役
　

（注）

４
－

監査役 大西　正義 1945年５月25日生

1969年７月 株式会社富士銀行

(現　株式会社みずほ銀行)入社

1993年５月 同行　鳥越支店長

1995年５月 同行　人事部教育研修室長

1997年10月 亜細亜証券印刷株式会社

(現　株式会社プロネクサス)入社

ディスクロージャー営業部長

1998年６月 同社　取締役

2008年６月 同社　常務顧問

2008年11月 株式会社カービュー　入社

上席執行役員メディア事業本部長

2009年６月 同社　取締役

2012年４月 同社　取締役副社長

2012年12月 同社　代表取締役社長

2013年２月 同社　取締役

2013年10月 株式会社レントラックス

非常勤監査役(現任)

2015年６月 当社　常勤社外監査役

2020年６月 当社　非常勤社外監査役（現任）
　

（注）

４
－

監査役 中野　里香 1965年９月28日生

1994年11月 司法試験合格

1995年４月 司法研修所　入所　司法研修生

1997年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

1997年４月 仲居・塚田法律事務所

（現　麹町創和法律事務所）　入所

2002年４月 第一東京弁護士会　消費者問題対策委

員会　副委員長

2004年４月 財団法人世田谷区都市整備公社（現・

一般財団法人世田谷トラストまちづく

り）　理事

2007年６月 日本マテリアル株式会社　社外監査役

2008年４月 東京簡易裁判所　民事調停委員

（現任）

2008年11月 世田谷区教育委員会　教育委員

2013年12月 原子力損害賠償紛争解決センター（文

部科学省研究開発局）　室長補佐

2020年４月 麴町創和法律事務所　代表（現任）

2021年４月 インフォメティス株式会社

社外監査役

2024年６月 当社　非常勤社外監査役（現任）
　

（注）

４
－

計 11,731,200
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（注）１．取締役渡辺洋司及び御法川薫は、社外取締役であります。

２．監査役西田雅一、大西正義及び中野里香は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、定時株主総会終結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する

定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役西田雅一、大西正義及び中野里香の任期は、2024年６月27日開催の定時株主総会終結の時から選任後４

年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．当社では、経営の意思決定及び迅速な業務執行を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は４

名で、齊藤慶介、星幸宏、幾島尚彦及び曽根康司となります。

 

②2026年６月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役５名選任の件」を上程しており、

当該決議が承認可決されますと、当社の役員の状況は、以下の通りとなる予定です。なお、役員の役職等について

は、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容（役職等）を含めて記載しています。

 

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率13％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

CEO

板倉　広高 1965年11月21日生

1988年４月 株式会社リクルート(現株式会社リク

ルートホールディングス)入社

1997年４月 ヤフー株式会社（現LINEヤフー株式会

社）入社

1998年４月 同社　広告営業部長

2000年４月 同社　法人営業部長

2003年７月 同社　ビジネス開発部長

2005年１月 株式会社アイ・アム(現株式会社コン

フィデンス・インターワークス)入社　

常務執行役員

2005年11月 当社設立　代表取締役社長

2010年４月 株式会社バザール　取締役

2018年６月 当社　代表取締役社長　CEO(現任)

2024年10月 株式会社キャリアインデックス　取締

役（現任）

2025年５月 株式会社Sales X　取締役（現任）

2025年６月 株式会社ホワイトキャリア　取締役

（現任）

2025年６月 ContractS株式会社　取締役（現任）
　

（注）

３
11,731,200

取締役 齊藤　慶介 1977年11月５日生

2002年４月 テクノブレーン株式会社　入社

2003年３月 株式会社パソナ　入社

2004年12月 株式会社アイ・アム（現　株式会社コ

ンフィデンス・インターワークス）入

社

2006年10月 当社　入社

2006年11月 当社　執行役員　営業企画部長

2007年６月 当社　取締役　営業企画部長

2009年４月 当社　常務取締役　事業本部長

2010年４月 株式会社バザール　代表取締役社長

2015年３月 当社　入社　執行役員

2015年６月 当社　取締役　事業開発本部長

2017年６月 当社　常務取締役　マーケティング部

長

2018年６月 当社　常務取締役　COO

2023年10月 株式会社ホワイトキャリア　取締役

（現任）

2023年10月 株式会社Sale X　取締役（現任）

2024年６月 当社　執行役員

2024年６月 ContractS株式会社　代表取締役社長

（現任）

2024年10月 株式会社キャリアインデックス　取締

役（現任）

2025年４月 当社　上席執行役員

2025年５月 株式会社マージナル　取締役（現任）

2026年６月 当社　取締役（現任）
　

（注）

３
673,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 幾島　尚彦 1979年９月14日生

2003年４月 株式会社インテリジェンス（現　パー

ソルキャリア）入社

2011年９月 株式会社ウェブクルー　入社

2018年11月 当社　入社　執行役員

2019年10月 株式会社Review　取締役（現任）

2022年７月 ContractS株式会社　監査役

2023年10月 株式会社ホワイトキャリア　監査役

2024年１月 株式会社Sales X　取締役

2024年６月 ContractS株式会社　取締役（現任）

2024年10月 株式会社キャリアインデックス　代表

取締役社長（現任）

2026年６月 当社　取締役（現任）
　

（注）

３
40,000

取締役 渡辺　洋司 1975年８月19日生

1998年４月 株式会社アルファシステムズ入社

2002年３月 株式会社アスケイド入社

2016年４月 株式会社サイバーセキュリティクラウ

ド入社　CTO兼Webセキュリティ事業部

長

2016年12月 同社　執行役員　CTO兼Webセキュリ

ティ事業部長

2017年６月 同社　取締役CTO兼Webセキュリティ事

業部長

2020年５月 同社　取締役CTO兼Webセキュリティ事

業本部長

2020年12月 株式会社ソフテック　代表取締役社長

2021年１月 株式会社サイバーセキュリティクラウ

ド　代表取締役社長兼CTO

2021年３月 同社　代表取締役CTO(現任)

2021年６月 当社　取締役（現任）
　

（注）

３
－

取締役 御法川　薫 1979年６月７日生

2004年４月 山武郡市農業協同組合入社

2008年12月 EY新日本有限責任監査法人入社

2016年７月 株式会社クリーマ入社

2019年１月 株式会社土屋鞄製造所入社

2020年２月 株式会社ハリズリーへ転籍

2020年６月 株式会社ドリームフィールズ取締役

2021年７月 株式会社キュー監査役

2022年９月 株式会社一創監査役

2022年４月 株式会社土屋鞄製造所管理本部長

2022年７月 株式会社ハリズリー執行役員

2023年４月 株式会社SUMESHI取締役(現任)

2024年４月 株式会社エモーションテック入社

2024年10月 税理士法人Portパートナー(現任)

2024年11月 株式会社エモーションテック執行役員

(現任)

2025年６月 当社　社外取締役（現任）

　

（注）

３
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
西田　雅一 1957年６月20日生

1981年４月 株式会社三越（現　株式会社三越伊勢

丹）　入社

2004年３月 同社　商品本部　商品システム推進

部　ゼネラルマネージャー

2007年８月 同社　統合準備室　プロジェクトリー

ダー

2008年４月 株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス　営業政策本部　店舗運営グループ

長

2011年４月 同社　執行役員　事業開発部長

2014年４月 株式会社スタジオアルタ　代表取締役

社長

2015年４月 株式会社三越伊勢丹　監査役

2019年７月 株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス　内部監査室　参与

2020年６月 当社　常勤社外監査役(現任)

2022年７月 株式会社テンポスドットコム　非常勤

監査役
　

（注）

４
－

監査役 大西　正義 1945年５月25日生

1969年７月 株式会社富士銀行

(現　株式会社みずほ銀行)入社

1993年５月 同行　鳥越支店長

1995年５月 同行　人事部教育研修室長

1997年10月 亜細亜証券印刷株式会社

(現　株式会社プロネクサス)入社

ディスクロージャー営業部長

1998年６月 同社　取締役

2008年６月 同社　常務顧問

2008年11月 株式会社カービュー　入社

上席執行役員メディア事業本部長

2009年６月 同社　取締役

2012年４月 同社　取締役副社長

2012年12月 同社　代表取締役社長

2013年２月 同社　取締役

2013年10月 株式会社レントラックス

非常勤監査役(現任)

2015年６月 当社　常勤社外監査役

2020年６月 当社　非常勤社外監査役（現任）
　

（注）

４
－

監査役 中野　里香 1965年９月28日生

1994年11月 司法試験合格

1995年４月 司法研修所　入所　司法研修生

1997年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

1997年４月 仲居・塚田法律事務所

（現　麹町創和法律事務所）　入所

2002年４月 第一東京弁護士会　消費者問題対策委

員会　副委員長

2004年４月 財団法人世田谷区都市整備公社（現・

一般財団法人世田谷トラストまちづく

り）　理事

2007年６月 日本マテリアル株式会社　社外監査役

2008年４月 東京簡易裁判所　民事調停委員

（現任）

2008年11月 世田谷区教育委員会　教育委員

2013年12月 原子力損害賠償紛争解決センター（文

部科学省研究開発局）　室長補佐

2020年４月 麴町創和法律事務所　代表（現任）

2021年４月 インフォメティス株式会社

社外監査役

2024年６月 当社　非常勤社外監査役（現任）
　

（注）

４
－

計 12,444,200
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（注）１．取締役渡辺洋司及び御法川薫は、社外取締役であります。

２．監査役西田雅一、大西正義及び中野里香は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、定時株主総会終結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する

定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役西田雅一、大西正義及び中野里香の任期は、2024年６月27日開催の定時株主総会終結の時から選任後４

年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．当社では、経営の意思決定及び迅速な業務執行を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は２

名で、星幸宏及び曽根康司となります。

 

③　社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役の渡辺洋司は経営者としての経験や見識に加え、特にシステム面に関わる豊富な経験と幅広い見識

に基づき当社の経営を監督しております。

　社外取締役の御法川薫は公認会計士としての専門的見識に基づき当社の経営を監督しております。

　社外監査役の西田雅一は経営者及び監査役としての豊富な経験と幅広い見識に基づき監査体制の強化に努めて

おります。

　社外監査役の大西正義はIT業界やディスクロージャーに関する経験や知識に基づき監査体制の強化に努めてお

ります。

　社外監査役の中野里香は弁護士としての専門的見解に基づき監査体制の強化に努めております。

　社外取締役及び社外監査役の当社株式の保有状況については、「４ コーポレート・ガバナンスの状況等

（２）役員の状況①」の「所有株式数」欄に記載の通りであります。社外監査役大西正義は、株式会社レント

ラックスの社外監査役であり、当社と当該兼職先との間には、当社サービスへの集客を目的としたWebマーケ

ティングに係る契約を締結しております。これ以外には、当社の社外取締役である渡辺洋司及び御法川薫、社外

監査役である西田雅一、大西正義及び中野里香につきましては、当社並びに当社の取締役・監査役とは一切の人

的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませ

んが、選任に当たっては株式会社東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

 

④　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　社外取締役又は社外監査役による監査と内部監査及び会計監査との関係は、随時情報交換を行い、連携を密に

することで、監査の実効性と効率性の向上を図っております。社外監査役と内部監査担当は、月１回開催される

監査役会時において、情報交換を行っております。また、社外監査役、会計監査人及び内部監査担当は、四半期

ごとに情報交換を行っております。また、社外監査役及び会計監査人は内部統制担当とも同様の情報交換を行っ

ております。社外取締役は、月１回開催される取締役会時において、社外監査役と情報交換を行い、相互連携を

図っております。

 

 

（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は社外監査役３名で構成され、うち１名は常勤監査役であり

ます。監査役は、監査役監査基準に基づき、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べる他、取締役の職務執

行を監査しております。監査役会は、定例の監査役会を毎月１回、必要に応じて臨時の監査役会を開催し、監査

計画の策定、監査実施状況、監査結果等の検討等、監査役相互の情報共有を図っております。

　当事業年度において、当社は監査役会を合計13回開催しており、個々の監査役の出席状況については次の通り

であります。

 
 

区分 氏名 監査役会出席状況

常勤社外監査役 西田　雅一 全13回中　13回

社外監査役 大西　正義 全13回中　12回

社外監査役 中野　里香 全13回中　13回
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　監査役会における具体的な検討事項は、監査の方針及び監査実施計画、内部統制システムの整備・運用状況、

会計監査人の監査の方法及び結果の相当性等となります。

 

　また、常勤監査役の活動として、代表取締役との面談、取締役・執行役員等とのコミュニケーション、取締役

会等への出席、その他重要な会議体の議事録の確認、稟書類等の閲覧、子会社役員とのコミュニケーション、従

業員とのコミュニケーション、内部監査人及び会計監査人からの監査実施状況・結果の報告の確認等を行ってお

ります。

 

②　内部監査の状況

　本書提出日現在においては、内部監査専任部署は設けておりませんが、内部監査は管理部を中心に実施してお

り、内部監査担当者は管理部１名、管理部の内部監査を行うHR事業部１名の合計２名であります。内部監査担当

者はリスク防止等の内部監査機能を担っており、業務全体にわたる内部監査を実施して、業務の改善に向けた具

体的助言、勧告を行っております。内部監査担当者は、監査役会に出席して内部監査状況の報告を行うととも

に、監査役や会計監査人とも定期的に情報交換を行い連携を密にすることで、監査の実効性と効率性の向上を

図っております。なお、内部監査担当者が、必要に応じて取締役会に出席し、報告や意見を述べることができ、

また、監査役会に出席し、監査役及び監査役会に直接報告を行うことができる体制を整えております。

 

③　会計監査の状況

a.監査法人の名称

監査法人FRIQ

 

b.継続監査期間

２年

 

c.業務を執行した公認会計士

指定社員　業務執行社員　三村　啓太

指定社員　業務執行社員　田中　康毅

 

d.会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　６名、その他　３名

 

e.監査法人の選定方針と理由

　監査役会は、会計監査人の独立性及び専門性を有しているかの確認を行うとともに、監査計画の内容、会計監

査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監

査人の選定を行う方針であります。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、監査役会は、会計監査人が会

社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会

計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、高品質な監査を可能

とする充分な監査時間の確保、経営陣幹部へのヒアリング等の実施、会計監査人と監査役及び内部監査部門等と

の十分な連携等の状況を確認しております。その結果、監査の方法及び結果は相当であると認めております。
 

g.監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

前々連結会計年度及び前々事業年度　　　EY新日本有限責任監査法人

前連結会計年度及び前事業年度　　　　　監査法人FRIQ
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なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

選任する監査公認会計士等の氏名又は名称

監査法人FRIQ

退任する監査公認会計士等の氏名又は名称

EY新日本有限責任監査法人

異動の年月日　2024年６月27日

退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日　2015年２月13日

退任する公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

当該事項はありません。

当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

　当社の前会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、2024年6月27日開催予定の第19期定時株主総会

終結の時をもって任期満了しております。前会計監査人については、会計監査が適切かつ妥当に行われる体

制を十分に備えているものと考えておりますが、監査報酬が増加傾向にあり、今後もその増加が見込まれる

ことから、当社の業務内容や事業規模に見合った監査対応及び監査報酬の相当性を総合的に勘案した結果、

監査法人FRIQを現会計監査人として選任しております。

上記の理由及び経緯に対する意見

退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

監査役会の意見

妥当であると判断しております。

 

④　監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 33 － 32 －

連結子会社 － － － －

計 33 － 32 －

 
b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

d.監査報酬の決定方針

　監査報酬は、監査計画・監査日数等を総合的に勘案し、監査役会の同意を得た上で決定しております。

 

e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であ

るかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をしております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は、優秀な人材を確保で

きる水準、当社の業績、企業規模及び景気動向等を総合的に判断した上で、決定することを方針とします。また、

その決定方法は、代表取締役が発議の上、取締役会にて審議、決定いたします。当事業年度に係る取締役の個人別

の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由は、当該方針に従い当社の業績、企業規模

及び景気動向等を総合的に判断した結果、妥当であると判断したためとなります。

　当社の役員報酬の限度額は、取締役報酬については、2016年10月13日開催の臨時株主総会において年額３億円

（ただし、使用人分給与は含まない。）以内、監査役報酬については、2007年６月26日開催の定時株主総会におい

て年額1,000万円以内となっております。

　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の権限を有するものは、取締役会であります。ま

た、その権限の内容及び裁量の範囲は、代表取締役が役員報酬の決定方針に基づき個人別報酬額を発議し、取締役

会において、妥当性等を審議の上、取締役会が個人別報酬額を決定いたします。

　監査役の報酬については、株主総会の決議によって定められた報酬枠の範囲において、監査役の協議によって決

定いたします。

　当事業年度における報酬等の額の決定等については、代表取締役の発議内容を、2025年６月開催の取締役会にお

いて、審議の上、個人別報酬額を決定いたしました。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く。）
30 30 － － － 1

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － 0

社外役員 8 8 － － － 6

 

③　役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、配当

利益や値上がり益を目的としたものを純投資目的である投資株式とし、投資対象会社との業務提携、情報共有等

を通じて、当社の企業価値の維持・向上に資すると認められるものを純投資目的以外の目的である投資株式とし

ております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

　当社は、毎年、代表取締役、取締役、執行役員、部・室長にて構成される経営会議において、事業戦略上の重

要性、投資先との関係等を総合的に勘案し、保有方針及び保有の合理性を検証いたします。個別銘柄の保有の適

否に関する検証においては、経営会議にて、過去の実績を踏まえ、当社及び投資先の中長期的な企業価値向上に

資するか否か、事業機会の創出や取引・協業関係の状況等を勘案して検証を実施し、必要に応じて取締役会に報

告いたします。

 

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 2

非上場株式以外の株式 － －

 

当事業年度において株式数が増加した銘柄

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

c.特定投資株式及びみなし株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式は、全て非上場株式となるため、該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

 

①連結会社の経営方針・経営戦略等に関連付けた連結会社の人材戦略

当社グループが展開するビジネスは、取引先にとって有益なサービス、ユーザーにとって最も便利なサービスを、

取引先又はユーザーの視点に立って企画・開発することが強く求められます。従業員一人ひとりの感性や経験がサー

ビスの質に大きな影響を及ぼすため、優秀な人材の確保・育成は経営上の最重要課題の一つと位置づけております。

 

こうした認識のもと、当社グループの人材戦略は「人材採用」「人材育成」「働き方の多様性の推進」の三つを主

軸として取り組みを進めております。

 

a.　人材採用

優秀な人材にとって魅力ある会社づくりを行うため、労働基準法等の関連法令に従った適正な労務管理を実施す

るとともに、公正な評価制度の整備に努めております。採用においては、ジェンダー・国籍・人種等による差別を

設けず、多様なバックグラウンドを持つ優秀な人材を広く受け入れる方針を採っております。多様な視点や経験を

持つ人材が集まることで、サービスの質の向上と新たな価値の創造につながると考えております。

 

b.　人材育成

従業員の自律的な成長を支援するため、学びの機会の提供に積極的に取り組んでおります。具体的には、外部セ

ミナーへの参加費補助や書籍・動画による学習費用の補助を行うとともに、社内勉強会の実施を通じて組織全体の

知識・スキルの底上げを図っております。また、生成AIをはじめとする先端技術への対応力を持つ人材の育成にも

注力しており、業務への生成AI活用を積極的に推進することで、従業員の生産性向上と付加価値の高い業務への集

中を促してまいります。

 

c.　働き方の多様性の推進

従業員が個々の家庭環境やライフスタイルに応じて能力を最大限に発揮できる環境の整備を進めております。具

体的には、テレワーク制度の導入・拡充を通じて柔軟な働き方を可能とするとともに、生成AIの活用による業務効

率化を推進することで、働きがいと経済成長の両立を図っております。これらの施策を通じて、持続可能な組織運

営の実現と企業価値の継続的な向上に努めてまいります。

 

②連結会社の従業員の給与(賞与を含む。) その他の給付の額及び内容の決定に関する方針

提出会社及び最大人員会社における当該方針は、以下の通りとなっております。

 

a.　給与

給与は、従業員の職務内容・責任範囲・求められる能力水準に応じて設定されたジョブグレード制度に基づき決

定しております。各従業員は、その担う職務の難易度・影響範囲等を評価した上で所定のジョブグレードに格付け

られ、当該グレードに対応する給与レンジの範囲内において個人の能力・習熟度等を勘案して給与額を決定いたし

ます。ジョブグレードの見直しは、定期的な人事評価の結果及び職務内容の変化を踏まえて行うものとし、従業員

が能力を発揮し成長することで処遇の向上につながる制度設計としております。

 

b.　賞与

賞与は、個人業績評価・多面評価・会社業績評価の三つの要素を総合的に勘案した上で決定しております。

個人業績評価は、各従業員が期初に設定した目標に対する達成度を評価するものであり、業務の成果・質・プロ

セスを多角的に判定いたします。多面評価は、上司による一方向的な評価を補完するものとして、同僚や関係部署

等複数の関係者による評価を取り入れ、個人の行動特性や組織への貢献度・協調性等を客観的に把握するものであ

ります。会社業績評価は、当社グループ全体の業績（売上高・営業利益等の財務指標）の達成状況に基づき、賞与

原資の総額水準を決定する要素として位置づけております。

賞与額は、上記三要素の評価結果を組み合わせることにより、個人の貢献と会社全体の業績が適切に連動する仕

組みとなっており、従業員の意欲向上と企業価値の持続的な拡大を両立することを目的としております。

 

c.　その他の給付

その他の給付については、労働基準法その他の関係法令に従い適正に支給するほか、従業員の多様な働き方及び

生活の安定を支援する観点から、諸手当及び福利厚生制度の充実に努めております。
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（２）【従業員の状況】

　①　連結会社の状況

 2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

マーケティング事業 46 (3)

DX事業 53 (16)

報告セグメント計 99 (19)

全社（共通） 8 (2)

合計 107 (21)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

　②　提出会社の状況

     2026年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳）
平均勤続年数
（年）

平均年間給与（千円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

8 (2) 38.9 4.1 5,846 10.99

 

部門の名称 従業員数（人）

全社（共通） 8 (2)

合計 8 (2)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

　　③　最大人員会社の状況

　　　株式会社キャリアインデックス

     2026年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳）
平均勤続年数
（年）

平均年間給与（千円）
平均年間給与の対前事
業年度増減率（％）

34 （2） 30.8 3.9 5,421 △8.75

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

　④　労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 

　⑤　管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の

　　　額の差異

提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定によ

る公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人FRIQ

による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準の変更等に迅速に対応できる体制を整備するため、各種団体等が開催するセミナーへの参

加や監査法人との緊密な連携により情報収集を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,067 1,538

売掛金 517 593

その他 62 99

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 1,642 2,226

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 23 21

その他（純額） 10 10

有形固定資産合計 ※１ 34 ※１ 31

無形固定資産   

ソフトウエア 20 78

のれん 377 291

顧客関連資産 1,578 1,393

ソフトウエア仮勘定 － 31

無形固定資産合計 1,975 1,795

投資その他の資産   

投資有価証券 2 2

敷金 89 87

会員権 23 23

繰延税金資産 16 66

その他 4 4

投資その他の資産合計 135 183

固定資産合計 2,145 2,010

資産合計 3,788 4,237

負債の部   

流動負債   

買掛金 178 224

未払金 229 266

未払費用 38 44

契約負債 134 173

未払法人税等 82 129

未払消費税等 61 66

預り金 14 23

賞与引当金 3 1

１年内返済予定の長期借入金 223 170

その他 0 0

流動負債合計 966 1,099

固定負債   

長期借入金 605 434

繰延税金負債 18 14

固定負債合計 623 448

負債合計 1,589 1,547

純資産の部   

株主資本   

資本金 395 395

資本剰余金 364 317

利益剰余金 1,649 2,187

自己株式 △211 △211

株主資本合計 2,198 2,689

純資産合計 2,198 2,689

負債純資産合計 3,788 4,237

EDINET提出書類

株式会社ディスラプターズ(E32795)

有価証券報告書

40/82



 

②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

売上高 ※１ 4,294 ※１ 5,114

売上原価 1,448 1,789

売上総利益 2,846 3,325

販売費及び一般管理費 ※２ 2,494 ※２ 2,599

営業利益 352 726

営業外収益   

受取利息 0 1

受取配当金 0 0

助成金収入 4 0

キャッシュバック収入 2 2

受取賠償金 － 2

受取還付金 － 1

雑収入 0 1

営業外収益合計 8 9

営業外費用   

支払利息 7 5

為替差損 0 1

損害賠償金 － 3

雑支出 1 0

営業外費用合計 9 10

経常利益 351 724

特別利益   

投資有価証券売却益 4 －

受取解決金 － 130

特別利益合計 4 130

特別損失   

固定資産除却損 ※３ － ※３ 1

特別損失合計 － 1

税金等調整前当期純利益 356 853

法人税、住民税及び事業税 154 226

法人税等調整額 △9 △53

法人税等合計 144 172

当期純利益 211 680

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 211 680
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

当期純利益 211 680

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

包括利益 211 680

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 211 680

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

     （単位：百万円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 395 364 1,540 △211 2,088 2,088

当期変動額       

新株の発行（新株予約
権の行使）

0 0   0 0

剰余金の配当   △102  △102 △102

親会社株主に帰属する
当期純利益   211  211 211

当期変動額合計 0 0 109 － 109 109

当期末残高 395 364 1,649 △211 2,198 2,198

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

     （単位：百万円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 395 364 1,649 △211 2,198 2,198

当期変動額       

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動  △46   △46 △46

剰余金の配当   △143  △143 △143

親会社株主に帰属する
当期純利益   680  680 680

当期変動額合計 － △46 537 － 490 490

当期末残高 395 317 2,187 △211 2,689 2,689
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 356 853

減価償却費 211 211

のれん償却額 85 85

敷金償却額 1 1

投資有価証券売却損益（△は益） △4 －

無形固定資産除却損 － 1

受取利息及び受取配当金 △0 △1

受取解決金 － △130

支払利息 7 5

売上債権の増減額（△は増加） △23 △75

仕入債務の増減額（△は減少） 49 46

未払金の増減額（△は減少） △103 36

未払消費税等の増減額（△は減少） 56 5

未収消費税等の増減額（△は増加） 4 △25

その他 19 37

小計 659 1,051

利息及び配当金の受取額 0 1

利息の支払額 △7 △5

解決金の受取額 － 130

法人税等の支払額 △82 △179

本社移転費用の支払額 △30 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 539 998

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 5 －

有形固定資産の取得による支出 △5 △6

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 － △106

敷金の差入による支出 － △0

敷金の回収による収入 37 －

その他 － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 37 △113

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △398 △223

新株予約権の行使による株式の発行による収入 0 －

配当金の支払額 △102 △143

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △500 △413

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 76 470

現金及び現金同等物の期首残高 990 1,067

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,067 ※ 1,538
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　5社

（２）連結子会社の名称

株式会社キャリアインデックス

株式会社マージナル

ContractS株式会社

株式会社ホワイトキャリア

株式会社Sales X

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(１）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法により評価しております。

 

(２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2020年４月１日以降に取得

した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　10年

建物附属設備　10年

工具、器具及び備品　４～20年

 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

また、顧客関連資産については６～14年で償却しております。

 

(３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

 

(４）重要な収益及び費用の計上基準

マーケティング事業

マーケティング事業では、主にユーザー（当社グループサービスの利用者）の情報をパートナー（顧

客）各社に移送することによるマーケティング事業を営んでおり、主に転職、アルバイト・派遣、不動

産のサービスを展開しております。
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当社グループは、ユーザーの会員登録、求人応募、問い合わせ等の成果を獲得し、その成果に応じて

顧客から報酬を得ております。当該マーケティング事業による収益は、顧客への役務提供完了時点で認

識しております。

当社グループは、求人情報をサイトに掲載することにより報酬（初期手数料を含む。）を得ておりま

す。当該サイト掲載による収益は、サービス提供期間にわたり按分して認識しております。

当社グループは、人材紹介サービスとして、ユーザーが顧客に入社することにより報酬を得ておりま

す。当該有料職業紹介による収益は、顧客への役務提供完了時点で認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。

 

DX事業

DX事業では、主に、営業支援ツール「Leadle」、オンライン面接ツール「BioGraph」、契約マネジメ

ントシステム「ContractS CLM」を提供しております。

当社グループは、サービス利用規約に基づきサービスを提供する義務を負っており、月額利用料等を

得ております。月額利用料については、サービスを提供する履行義務は時の経過に基づき充足されると

考え、契約期間にわたって収益を認識しております。

当社グループは、個々の契約に基づきDXサービスの営業代行を行う義務を負っており、工数に応じた

月額報酬又は従量制にて報酬を得ております。当該営業代行による収益は、工数に応じた月額報酬の場

合においてはサービス提供期間にわたり按分して、工数に応じた従量制の場合においては顧客への役務

提供完了時点で認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。

 

(５）のれんの償却方法及び償却期間

７年～10年間で均等償却しております。

 

(６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

（重要な会計上の見積り）

ContractS株式会社取得に関連したのれんの評価

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

   （単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

ContractS株式会社 のれん 306 234

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

のれんは、今後の事業活動により期待される将来の超過収益力として、取得原価と被取得企業の識別

可能資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額で算定しております。これらは、その効果が発現す

る期間にわたり償却を行い、減損の兆候があると認められる場合には、割引前将来キャッシュ・フロー

の総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。

②主要な仮定

ContractS株式会社は、契約マネジメントシステム「ContractS CLM」を提供している会社でありま

す。のれんの算定の基礎となる事業計画の主要な仮定は、将来における「ContractS CLM」利用企業数

及び月額利用料であります。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

上記の仮定は見積りの不確実性が高く、市場環境の変化等により実績値が当初の見積りから大きく乖

離した場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表において減損が必要となる可能性があります。
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（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

 

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」(企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会)

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）等

 

（１）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の

全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準

を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、

IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性

が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指した

リース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権

資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

（２）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

 

（３）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

 

（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

減価償却累計額 18百万円 26百万円

 

 

２　当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）
当連結会計年度
（2026年３月31日）

当座貸越限度額の総額 500百万円 500百万円

借入実行残高 － －

差引額 500 500

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約か

ら生じる収益を分解した情報」に記載しております。
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※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

広告宣伝費 1,246百万円 1,345百万円
給料手当 340 339

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

ソフトウェア － 1百万円

 

（連結包括利益計算書関係）

該当事項はありません。

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度期首

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１. 20,978,400 18,000 － 20,996,400

合計 20,978,400 18,000 － 20,996,400

自己株式     

普通株式 525,959 － － 525,959

合計 525,959 － － 525,959

（注）  １.新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は18,000株増加しております。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2024年５月15日

取締役会
普通株式 102百万円 ５円 2024年３月31日 2024年６月12日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2025年５月15日

取締役会
普通株式 102百万円 利益剰余金 ５円 2025年３月31日 2025年６月12日
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度期首

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 20,996,400 － － 20,996,400

合計 20,996,400 － － 20,996,400

自己株式     

普通株式 525,959 － － 525,959

合計 525,959 － － 525,959

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2025年５月15日

取締役会
普通株式 102百万円 ５円 2025年３月31日 2025年６月12日

2025年９月17日

取締役会
普通株式 40百万円 ２円 2025年９月30日 2025年12月12日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2026年５月15日

取締役会
普通株式 102百万円 利益剰余金 ５円 2026年３月31日 2026年６月11日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

現金及び預金勘定 1,067百万円 1,538百万円

現金及び現金同等物 1,067 1,538

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

また、資金運用に関しては短期的な預金に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。
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（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であります。投資先企業の財務状況の悪化などによる

減損リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、概ね２ヶ月以内の支払期日であります。

借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、資金調達に係る流動性リスク（支

払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

営業債権につきましては、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先の状況を定期的にモニ

タリングすることによりリスク低減を図っております。

投資有価証券につきましては、投資先より定期的に業績や財務状況の報告を受けており、当該リスクを把

握する体制をとっております。

借入金につきましては、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

（５）信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち23.4％が、特定の大口顧客に対するものであります。

 
 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

 

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
828 817 △10

負債計 828 817 △10

(*1)「現金及び預金」、「売掛金」、「未払金」、及び「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2)市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下の通りであります。

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
（2025年３月31日）

非上場株式 2

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
605 592 △12

負債計 605 592 △12

(*1)「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、及び「未払法人税等」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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(*2)市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下の通りであります。

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
（2026年３月31日）

非上場株式 2

 
 

（注）１．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 1,067 － － －

売掛金 517 － － －

合計 1,585 － － －

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 1,538 － － －

売掛金 593 － － －

合計 2,131 － － －

 

２．長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金

を含む）

223 170 127 5 1 300

合計 223 170 127 5 1 300

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金

を含む）

170 127 5 1 300 －

合計 170 127 5 1 300 －

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
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レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れの属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 817 － 817

負債計 － 817 － 817

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 592 － 592

負債計 － 592 － 592

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社グループの信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって

おり、レベル２の時価に分類しております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

 

（有価証券関係）

前連結会計年度（2025年３月31日）

１．その他有価証券

非上場株式（連結貸借対照表計上額２百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。
 
 

２．売却したその他有価証券

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 5 4 －

合計 5 4 －

 

３．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

１．その他有価証券

非上場株式（連結貸借対照表計上額２百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。
 
 

２．売却したその他有価証券

該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第４回ストック・オプション

会社名
連結子会社

（ContractS株式会社）

決議年月日 2022年12月14日

付与対象者の区分及び人数 同社従業員　27名

株式の種類別のストック・オ

プションの数（注）１
普通株式　6,372株

付与日 2022年12月15日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　2024年12月15日

至　2032年11月28日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．新株予約権の行使の条件については、以下の通りであります。

①本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について注４．「会社が新株予約権

を取得することができる事由及び取得の条件」に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取

得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、会社が特に行使を認めた場合は

この限りでない。

②権利者は、権利行使時まで継続して、同社又は同社の子会社（会社法第２条第３号に定める子会社を意

味する。以下同じ。）の取締役、執行役又は使用人の地位にあることを要するものとし、これらのいず

れの地位も喪失した場合は、本新株予約権を行使することができないものとする。

③権利者に定款若しくは社内規則に違反する重大な行為があった場合又は法令に違反する重大な行為が

あった場合等の新株予約権の発行の目的上、権利行使を認めることが相当でないと会社が判断する事由

が生じた場合は、本新株予約権を行使することができないものとする。

④権利者は、会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、会社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

⑤本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないも

のとする。

３．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

会社は、以下に基づき本新株予約権を取得することができる。会社は、以下に定める取得の事由が生じ

た本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議（会社が取締役会設置会社でなくなった場合は、取締

役の決定）により別途定める日においてこれを取得するものとする。また、会社は以下に定める取得の

事由が生じた本新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の

決議（会社が取締役会設置会社でなくなった場合は、取締役の決定）により取得する本新株予約権を決

定するものとする。
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(1) 会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転について、法令上又は会社の定款上必要

な会社の株主総会の承認決議（株主総会決議に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同

意の取得、そのいずれも不要である場合には、取締役会の決議）が行われたときは、会社は本新株予

約権を無償で取得することができる。

(2) 会社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（会社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、会社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 権利者が、会社又は子会社の取締役、執行役又は使用人のいずれの身分とも喪失した場合、会社は、

未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。

(4) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、会社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。

① 権利者が禁固刑以上の刑に処せられた場合

② 会社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨退職の制裁を受けた場合

③ 会社以外の会社の役職員に就任した場合（但し、会社の書面による承諾を事前に得た場合を除

く。）

④ 権利者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合

⑤ 権利者が死亡した場合

⑥ 権利者が本契約の定めに違背した場合

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

 
第４回

ストック・オプション

会社名
連結子会社

（ContractS株式会社）

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末

（注）
3,948

権利確定 －

権利行使 －

失効 744

未行使残

（注）
3,204

（注）株式数に換算して記載しております。
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②　単価情報

 
第４回

ストック・オプション

会社名
連結子会社

（ContractS株式会社）

権利行使価格　　　　　　（円） 4,953

行使時平均株価　　　　　（円） －

付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
－

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションの付与時点においては、連結子会社株式は非上場であったため、ストック・オプ

ションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。また、本源的価

値を算定する基礎となる当社及び連結子会社株式の評価方法は、ディスカウント・キャッシュ・フロー法、

修正純資産法及び類似会社法により算定した価格を総合的に勘案して決定しております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本

源的価値の合計額

（1）連結子会社（ContractS株式会社）

①当連結会計年度末における本源的価値の合計額　－百万円

②当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計

額　－百万円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 5百万円  7百万円

未払費用 16  14

貸倒引当金 0  0

資産除去債務 0  1

ソフトウエア減損 3  0

投資有価証券評価損 52  52

減価償却超過額 93  71

繰延資産 2  1

税務上の繰越欠損金（注)２ 473  454

繰延税金資産小計 648  603

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △473  △435

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △152  △100

評価性引当額小計（注）１ △625  △535

繰延税金資産合計 22  68

繰延税金負債    

未収還付事業税 －  0

顧客関連資産 △20  △14

差額負債調整勘定 △3  △2

繰延税金負債合計 △24  △16

繰延税金資産（又は負債）の純額 △1  52
 
（注）１．当連結会計年度は、評価性引当額が90百万円減少しております。この理由は、連結子会社の繰越欠損

金に係る評価性引当額が41百万円減少したこと、連結子会社における減価償却超過額に係る評価性引

当額が48百万円減少したことによるものです。

 

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
5 25 － 78 111 251 473

評価性引当額 △5 △25 － △78 △111 △251 △473

繰延税金資産 － － － － － －
－

(※2)

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※2) 当社グループの税務上の繰越欠損金を有する会社において、「繰延資産の回収可能性に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第26号)に従い、将来の一時差異等のスケジューリングを行い、将来

の課税所得の見積りにより回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上しております。
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当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
－ 18 78 111 121 123 454

評価性引当額 － － △77 △111 △121 △123 △435

繰延税金資産 － 18 0 － － －
19

(※2)

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※2) 当社グループの税務上の繰越欠損金を有する会社において、「繰延資産の回収可能性に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第26号)に従い、将来の一時差異等のスケジューリングを行い、将来

の課税所得の見積りにより回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上しております。
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5  0.0

のれん償却額 7.3  3.1

住民税均等割 0.6  0.3

留保金課税 0.2  －

子会社の適用税率差異 1.4  3.0

評価性引当額の増減 △4.3  △10.8

連結子会社の繰越欠損金 5.4  △4.9

その他 △1.2  △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.6％  20.2％

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認め

られる金額を合理的に見積り、当該連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております

が、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

（賃貸等不動産関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自 2024年４月１日　至　2025年３月31日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

 売上高

マーケティング事業 3,093

転職 1,498

アルバイト・派遣 661

不動産 932

その他 1

DX事業 1,200

マージナル 36

ContractS 442

Sales X 722

顧客との契約から生じる収益 4,294

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,294

 

当連結会計年度（自 2025年４月１日　至　2026年３月31日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

 売上高

マーケティング事業 3,917

転職 2,108

アルバイト・派遣 818

不動産 990

その他 0

DX事業 1,196

マージナル 25

ContractS 522

Sales X 648

顧客との契約から生じる収益 5,114

その他の収益 －

外部顧客への売上高 5,114

 

（注）　当連結会計年度より、DX事業の「Leadle」につきまして、販売主体がSales Xへ変更になったことに伴

い、「Sales X」に集計しております。

　なお、前連結会計年度の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、変更後の区分に組替えた数

値で記載しております。
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「注記事項（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りで

あります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時

期に関する情報

 

(1) 契約負債の残高等

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下の通りであります。

（単位：百万円）
 

契約負債 前連結会計年度 当連結会計年度

期首残高 116 134

期末残高 134 173

契約負債は、財又はサービスを顧客に移転する前に、主に当社グループが顧客から対価を受け取った

ものであります。契約負債は、履行義務の充足に応じて、収益に振り替えられます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、134百万

円であります。なお、当連結会計年度の契約負債の増加は、主として支払条件に基づき顧客から受領し

た前受金の増加によるものであります。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上

の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含

まれていない重要な金額はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、会社を基礎とした事業別のセグメントで構成されており、「マーケティング事業」と

「DX事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方

針に準拠した方法であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、一般取引条件と同様に決定しております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２） 

マーケティング
事業

DX事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 3,093 1,200 4,294 － 4,294

セグメント間の内部

売上高又は振替高
9 35 44 △44 －

計 3,103 1,236 4,339 △44 4,294

セグメント利益又は損

失（△）
450 △104 346 6 352

その他の項目      

減価償却費 207 3 211 － 211

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額６百万円は、セグメント間取引消去でありま

す。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなってい

ないため記載しておりません。

 
 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２） 

マーケティング
事業

DX事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 3,917 1,196 5,114 － 5,114

セグメント間の内部

売上高又は振替高
11 43 54 △54 －

計 3,929 1,239 5,169 △54 5,114

セグメント利益 696 29 726 0 726

その他の項目      

減価償却費 200 10 211 － 211

（注）１．セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなってい

ないため記載しておりません。

 
 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社リクルート 660 マーケティング事業

 

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
 
 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社リクルート 651 マーケティング事業

エン株式会社 540 マーケティング事業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

 
マーケティング

事業
DX事業 計 全社・消去

連結財務諸表
計上額

当期償却額 13 72 85 － 85

当期末残高 70 306 377 － 377
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

 
マーケティング

事業
DX事業 計 全社・消去

連結財務諸表
計上額

当期償却額 13 72 85 － 85

当期末残高 57 234 291 － 291

 
 

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

１．関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 107.40円 131.38円

１株当たり当期純利益金額 10.35円 33.26円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 10.35円 －円

（注）当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

　　　式が存在しないため、記載しておりません。

 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 2,198 2,689

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 2,198 2,689

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
20,470,441 20,470,441
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３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の

通りであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額
（百万円）

211 680

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益金額（百万円）

211 680

期中平均株式数（株） 20,466,249 20,470,441

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 4,841 －

（うち新株予約権（株）） （4,841） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

ContractS株式会社

第４回

ストック・オプション

ContractS株式会社

第４回

ストック・オプション
 

 
 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 223 170 1.12 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 605 434 0.71 2027年～2030年

合計 828 605 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の通りであり

ます。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 127 5 1 300

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 中間連結会計期間 第３四半期 当連結会計年度

売上高　　　　　　　　　（百万円） 1,327 2,538 3,789 5,114

税金等調整前中間（当期）（四半期）

純利益　　　　　　　　　（百万円）
198 354 650 853

親会社株主に帰属する中間（当期）

（四半期）純利益　　　　（百万円）
128 235 482 680

１株当たり中間（当期）（四半期）純

利益　　　　　　　　　　　　（円）
6.29 11.51 23.58 33.26

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益　　　（円） 6.29 5.22 12.06 9.69

（注）当社は、第１四半期及び第３四半期について金融商品取引所の定める規則により四半期に係る財務諸表を作成して

おりますが、当該四半期に係る財務情報に対する期中レビューは受けておりません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 179 143

売掛金 ※１ 46 ※１ 30

前払費用 8 8

短期貸付金 ※１ 48 ※１ 48

未収消費税等 － 35

その他 ※１ 17 ※１ 7

流動資産合計 299 273

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 19 16

建物附属設備（純額） 4 4

工具、器具及び備品（純額） 5 3

有形固定資産合計 28 24

投資その他の資産   

投資有価証券 2 2

関係会社株式 2,652 2,699

敷金 88 87

会員権 23 23

繰延税金資産 8 8

投資その他の資産合計 2,774 2,820

固定資産合計 2,803 2,844

資産合計 3,103 3,117
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

負債の部   

流動負債   

未払金 ※１ 37 ※１ 24

未払費用 3 4

未払法人税等 30 1

前受金 ※１ 0 －

預り金 1 1

１年内返済予定の長期借入金 190 140

流動負債合計 263 172

固定負債   

長期借入金 245 105

固定負債合計 245 105

負債合計 508 277

純資産の部   

株主資本   

資本金 395 395

資本剰余金   

資本準備金 353 353

その他資本剰余金 10 10

資本剰余金合計 364 364

利益剰余金   

利益準備金 8 8

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,037 2,282

利益剰余金合計 2,045 2,291

自己株式 △211 △211

株主資本合計 2,594 2,840

純資産合計 2,594 2,840

負債純資産合計 3,103 3,117
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 1,353 －

営業収益 ※１ 247 ※１ 528

売上原価 ※１ 183 －

売上総利益 1,416 528

販売費及び一般管理費 ※１,※３ 1,037 ※１,※３ 202

営業利益 379 326

営業外収益   

受取利息 ※１ 0 ※１ 0

キャッシュバック収入 1 －

雑収入 ※１ 6 0

営業外収益合計 8 0

営業外費用   

支払利息 2 1

その他 0 －

営業外費用合計 2 1

経常利益 385 325

特別利益   

有価証券売却益 4 －

受取解決金 － 130

特別利益合計 4 130

特別損失   

関係会社寄付金 － ※１ 14

特別損失合計 － 14

税引前当期純利益 390 441

法人税、住民税及び事業税 101 52

法人税等調整額 3 △0

法人税等合計 105 52

当期純利益 285 388
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

         （単位：百万円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益
剰余金

利益剰余
金合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 395 353 10 364 8 1,854 1,863 △211 2,411 2,411

当期変動額           

新株の発行（新
株予約権の行
使）

0 0  0     0 0

剰余金の配当      △102 △102  △102 △102

当期純利益      285 285  285 285

当期変動額合計 0 0 － 0 － 183 183 － 183 183

当期末残高 395 353 10 364 8 2,037 2,045 △211 2,594 2,594

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

         （単位：百万円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益
剰余金

利益剰余
金合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 395 353 10 364 8 2,037 2,045 △211 2,594 2,594

当期変動額           

新株の発行（新
株予約権の行
使）

         －

剰余金の配当      △143 △143  △143 △143

当期純利益      388 388  388 388

当期変動額合計 － － － － － 245 245 － 245 245

当期末残高 395 353 10 364 8 2,282 2,291 △211 2,840 2,840
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法により評価しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法により評価しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2020年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　　　　　10年

建物附属設備　　　　　　　　10年

工具、器具及び備品　　　　　４～20年

 

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
(1) 経営管理料

　当社の収益は、子会社からの経営管理料となります。経営管理料は、子会社への契約内容に応じた経営

にかかわる管理を行うことが履行義務であり、業務が実施された時点で当社の履行義務が充足されること

から、当該時点で収益を認識することとしております。

(2) 経営指導料

　当社の収益は、子会社への経営指導料となります。経営指導料は、子会社への契約内容に応じた経営に

かかわる指導を行うことが履行義務であり、業務が実施され、営業利益への貢献が認識された時点で当社

の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識することとしております。

(3）配当収入

　当社の子会社からの受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。配当収入

については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日 企業会計基準委員

会）等の範囲に含まれる金融商品に係る取引であるため、顧客との契約から生じる収益の対象外となりま

す。

 

 

（重要な会計上の見積り）

関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

ContractS株式会社の株式

（関係会社株式）
399 446

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

ContractS株式会社の株式は2022年５月25日に取得しており、当該取得価額には超過収益力が反映されて

おります。当該株式は市場価格のない株式であり、超過収益力を反映した実質価額と取得原価とを比較する

ことによって、減損損失の認識の要否を判定します。
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②主要な仮定

ContractS株式会社は、契約マネジメントシステム「ContractS CLM」を提供している会社であります。超

過収益力の基礎となる事業計画の主要な仮定は、将来における「ContractS CLM」利用企業数及び月額利用

料であります。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

上記の仮定は見積りの不確実性が高く、市場環境の変化等により実績値が当初の見積りから大きく乖離し

た場合には、翌事業年度の財務諸表において減損が必要となる可能性があります。

 

 

（会計方針の変更）

　　　　　該当事項ありません。

 

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

短期金銭債権 101百万円 85百万円

短期金銭債務 6 0

 

２　当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次の通りであります。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

当座貸越限度額の総額 500百万円 500百万円

借入実行残高 － －

差引額 500 500

 

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 

前事業年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

営業取引による取引高   

営業収益 247百万円 528百万円

仕入高 6 －

その他の営業取引高 62 74

営業取引以外の取引による取引高 6 14

 

２　当社グループは、2024年10月１日付で持株会社体制に移行し、同日付で当社の商号を株式会社ディスラプ

ターズに変更しており、グループ経営管理事業に関する収益が当社の収益構造の中心となりました。その

構成は子会社からの経営管理料、経営指導料、配当収入であり、これらを持株会社体制移行後は営業収益

として表示しております。
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※３　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度56％、当事業年度0.4％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度44％、当事業年度99.6％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
　前事業年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

　当事業年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

役員報酬 49百万円 38百万円

給料手当 98 31

外注費 43 26

広告宣伝費 580 0

支払報酬料 43 42

顧客関連資産償却額 88 －

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（2025年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 2,652

 

当事業年度（2026年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 2,699

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 2百万円  －百万円

未払費用 10  8

資産除去債務 0  1

投資有価証券評価損 52  52

関係会社株式評価損 361  320

繰延税金資産小計 426  382

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △416  △373

評価性引当額小計 △416  △373

繰延税金資産合計 10  8

繰延税金負債    

未収還付事業税 －  0

差額負債調整勘定 △2  －

繰延税金負債合計 －  0

繰延税金資産（負債）の純額 8  8
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 
 

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  1.0

受取配当金等永久に益金に参入されない項目 －  △10.4

のれん償却額 0.1  －

住民税均等割 0.1  0.1

留保金課税 0.2  －

評価性引当額の増減 △3.9  △9.4

その他 △0.2  △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.0  11.9

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

 

（収益認識関係）

　収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「注記事項（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上

基準」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

（連結子会社からの剰余金の配当）

当社の子会社である株式会社キャリアインデックスは、2026年６月１日開催の株主総会で剰余金の配当を決議

し、当社は、2026年６月３日に当該配当金200百万円を受領しました。また、当社の子会社である株式会社ホワ

イトキャリアは、2026年６月１日開催の株主総会で剰余金の配当を決議し、当社は、2026年６月３日に当該配当

金25百万円を受領しました。これにより、当社は2027年３月期の個別財務諸表において当該配当金合計225百万

円を営業収益に計上します。

　なお、本取引は連結子会社からの配当であるため、2027年３月期の連結業績に与える影響はありません。

 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分
資産の
種　類

当期首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残　高

減価償却
累計額

有形
固定資産

建物 19 － － 2 16 4

建物附属設備 4 － － 0 4 1

工具、器具及び備品 5 － － 1 3 6

計 28 － － 4 24 12

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。

ｈｔｔｐｓ：／／ｄｉｓｒｕｐｔｏｒｓ．ｃｏ．ｊｐ／

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（3）株主の有する株式数に応じ募集株式の割り当て及び募集新株予約権の割り当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第20期）（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）2025年６月26日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　2025年６月26日関東財務局長に提出

 

(3）半期報告書及び確認書

　第21期半期（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）2025年11月14日関東財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

　2025年６月２日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（株主総会における決議）に基づく臨時報告書であり

ます。

　2025年６月30日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（連結子会社からの剰余金の配当）に基づく臨時

報告書であります。

　2026年６月３日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（株主総会における決議）に基づく臨時報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2026年６月24日

株式会社ディスラプターズ  

 取締役会　御中 

 

 監査法人FRIQ  

        東京都千代田区  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三村　啓太

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　康毅

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ディスラプターズの2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ディスラプターズ及び連結子会社の2026年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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■ContractS株式会社の株式取得により生じたのれんの評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

注記事項（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、当

連結会計年度の連結貸借対照表に計上されているのれん残

高291百万円のうち234百万円（総資産の5.5％）は、DX事

業セグメントにおいて契約マネジメントシステム

「ContractS CLM」の提供を主たる事業とする連結子会社

であるContractS株式会社の株式取得に伴い発生したもの

である。当該のれんは、今後の事業活動により期待される

将来の超過収益力として、取得原価と被取得企業の識別可

能資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額で算定さ

れ、7年で償却されている。

会社は当連結会計年度において、当該のれんについて、

減損兆候の判定を行い、事業計画を基礎とした割引前将来

キャッシュ・フローの総額とのれんを含むContractS株式

会社の固定資産の帳簿価額を比較した結果、減損損失の計

上は不要と判断している。

減損兆候の判定に用いられた割引前将来キャッシュ・フ

ローは、経営者によって承認された次年度予算を基礎とし

た事業計画を基に見積もられているが、次年度予算及び事

業計画において特に重要な仮定である将来における

「ContractS CLM」利用企業数及び月額利用料の見積りに

は経営者の主観と判断が入り、不確実性を伴う。

将来キャッシュ・フローの見積りについては不確実性を

伴い、経営者の判断により重要な影響を受けるため、当監

査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項に該当するも

のと判断した。

当監査法人は、ContractS株式会社の事業内容及び企業環

境等を理解し、会社が整備したのれんの評価判定プロセス

を理解した上で、のれんの評価結果を検討するにあたり、

主として以下の監査手続を実施した。

　・将来キャッシュ・フローについては、その基礎となる

事業計画の前提を理解し、経営者によって承認された次年

度の予算との整合性を検証した。

　・次年度予算及び事業計画の見積りに含まれる来期以降

の「ContractS CLM」利用企業数及び月額利用料の推移に

ついて経営者に質問するとともに、過去実績からの趨勢分

析を実施した。

　・人件費などの売上原価、販売費及び一般管理費につい

て、過去実績との比較を実施するとともに、当該予算の基

礎となる人員計画、販促活動等の施策について経営者と協

議した。

　・ContractS株式会社における過去の事業計画と実績を

比較することにより、将来キャッシュ・フローの基礎とな

る事業計画の見積りの精度と実現可能性を検証した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

EDINET提出書類

株式会社ディスラプターズ(E32795)

有価証券報告書

77/82



連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ディスラプターズの

2026年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社ディスラプターズが2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内

部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2026年６月24日

株式会社ディスラプターズ  

 取締役会　御中 

 

 監査法人ＦＲＩＱ  

    東京都千代田区  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三村　啓太

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　康毅

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ディスラプターズの2025年4月1日から2026年3月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ディスラプターズの2026年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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■ContractS株式会社に係る株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

注記事項（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、当

事業年度の貸借対照表に計上されている関係会社株式残高

2,699百万円のうち446百万円（総資産の14.3％）は、DX事

業セグメントにおいて契約マネジメントシステム

「ContractS CLM」の提供を主たる事業とする連結子会社で

あるContractS株式会社の株式である。会社は関係会社株式

について、超過収益力を反映した実質価額と取得原価とを

比較することにより、減損処理の要否を判断している。

　超過収益力を反映した実質価額は、経営者によって承認

された次年度予算を基礎とした事業計画を基に評価されて

いるが、次年度予算及び事業計画において特に重要な仮定

である将来における「ContractS CLM」利用企業数及び月額

利用料の見積りには経営者の主観と判断が入り、不確実性

を伴う。

　超過収益力を反映した実質価額の見積りについては不確

実性を伴い、経営者の判断により重要な影響を受けるた

め、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項に該

当するものと判断した。

監査上の対応については、連結財務諸表に係る独立監査

人の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項

「ContractS株式会社の株式取得により生じたのれんの評

価」と同一内容であるため、記載を省略している。

 
 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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